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神戸大学発達科学部研究紀要

第8巻第2号 2001

縫製業の中国人技能実習生 ･研修生における
日本語習得と社会諸関係に関する実証研究 (1)

柊岩*･浅野慎一**

AResearchStudyontheChineseTraineesandtheSkillStudentApprenticesabout

theClothingManufacturinginJapan:TheirJapaneseacqulSlt10nandthesocial
relations(Part1)

TONGYamandASANOShinichi

序章 課題と意義

本稿の課題は､縫製業における中国人技能実習生 ･研修生の日本語習得と社会諸関係の実態､及び､

そこでの問題を解明することにある｡

第1節 本稿の課題と研修 ･技能実習の概要

本稿でいう ｢研修｣とは､｢出入国管理及び難民認定法 (以下､入管法)｣上の在留資格の一つで､

｢本邦の公私の機関により受け入れられて行う技術､技能又は知識の修得をする活動｣のうち､留学

･就学を除くものを指す｡｢技能実習｣とは､研修修了後､引き続き研修を受けた機関で雇用関係の

下､賃金を得ながら､技術 ･技能の習熟度を高める制度であり､入管法上の在留資格は ｢特定活動｣

である｡

戦後日本における外国人の研修は1950年に開始された1)といわれ､高度経済成長期に急増 し､1982

年の入管法改正で独立の在留資格となった｡1990年の入管法改正で､中小企業にも研修生受入れの道

が開かれ､今日に至る2)｡研修による新規入国者 (図0-1参照)は､1982年には9973人であったが､

その後､急増 し､1991年に43649人と一度目のピークを迎えた｡バブル崩壊後､一時やや減少したが､

1995年以降､再び増加に転じ､1999年の新規入国者は47985人となっている3)｡研修生の国籍 (図0-

2参照)は､1999年の新規入国者でみると､中国が46.6%と最も多く､インドネシア ･フィリピン･

タイ ･ベ トナム等､東南アジア諸国がそれに次ぐ｡研修の業種は極めて多様だが､新規入国研修生の

過半数の手続きを行っている国際研修協力機構 (JITCO)の1998年度資料 (図0-3参照)によ

れば､衣服 ･その他繊維製品製造業が19.1%と最も多 く､輸送機械器具製造業が15.8%､電気機械器

具製造業が10.9%､食品製造業が9.4%で､以上の製造業4業種だけで全体の過半を占める｡

技能実習制度4)は1993年に新たに創設され､当初は､研修期間と合わせて2年以内､53職種に限定

されていた｡その後､規制緩和が進み､1997年以降は研修期間と合わせて3年以内に延長され､対象

職種も順次拡大され､2000年3月現在で59職種となっている5)｡1993年度には研修から特定活動 (技

能実習)への資格変更は160人だったが､その後､急増し､1998年度には13066人に達している (図0-

*関西学院大学講師 ･非常勤
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図0-1 研修生 :新規入国者数

(単位名 :人)
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資料出所:法務大臣官房司法法制調査部編『出入国管理統計年報』
各年次より作成｡

図0-2 研修生 :国籍別新規入国者数

(単位名 :人)

A一 中国 22,354(46.6%)
B-インドネシア 5,926(12.3%)
C-フィリピン 3,694(7.7%)
D一タイ 2,998(6.2%)
E-ベトナム 2,108(4.4%)
ド-その他アジア 5,376(ll.2%)
G-その他 5,529(ll.5%)
合 計 47,985

資料出所:法務大臣官房司法法制調査部編『出入国管理統計年報』
2000年版より作成｡

荏:中国には台湾(299人)･香港(14人)を含む｡

図0-3 研修生 :業種別 (∫ITCO関与分:1998年度)

(単位名 :人)

A一級推製品製造業 4,970(19.1%)
B一輸送機器製造業 4,113(15.8%)
C一電気機器製造業 2,833(10.9%)
D-食品製造業 2,449(9,4%)
E-建設的連工事業 2,019(7.7%)
F一金属製品製造業 1,586(6.1%)

9-プラス.tック製造 __848(-3.3%)
汀一一般機器製造業 820(3.1%)
Ⅰ一精密機琴製造業_ _817(3.1%__)_
∫-そ_の他 5,620(21.6%)
合 計 26,075

資料出所 :㈲国際研修協力機構 (∫ITCO)ホームページ
http://www.jitco.or,jpより作成｡
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4参照)｡国際研修協力機構によ

れば､1998年度の技能実習生への

移行希望者の国籍は､中国が58.9

%で最も多く､インドネシア ･ベ

トナム ･フィリピン･タイがそれ

に次ぐ (図0-5参照)｡業種は､

繊維 ･衣料製造業が41.3%と最も

多く､機械金属製造業 ･建設業と

続く (図0-6参照)0

研修と技能実習は､入管法上の

在留資格､及び､雇用関係の有無

の点で明確に異なる｡しかし､技

能実習は研修修了者に対して研修

と同一機関での実習を継続的に認

める制度であり､研修生-技能実

習生自身の生活史､及び､受入れ

側諸機関との関係性という点で､

連続性も大きい｡

第2節 研修生 ･技能実習生と日

本語の習得

外国人の技術研修において､日

本語の習得が重要な意義をもっこ

とは､研修生 ･受入れ側の双方か

ら､しばしば指摘される6)｡効果

的な技術修得､危険や事故の回避､

円滑な日常生活､日本 ･日本人の

異文化理解､さらにホームシック

やストレスの緩和といった精神衛

生面に至るまで､日本語能力 ･日

本語の習得は大きく影響する｡研

修に対する研修生 ･受入れ側の双

方の満足度､研修先でのトラブル

の発生の頻度等が､研修生の日本

語能力の水準と相関しているとい

う指摘も多い｡

しかし､研修生の日本語教育に

は､様々な問題がある｡まず､日

本語教育を主とする座学が規定通

り実施されていないケースが少な

くない｡また､たとえ規定通り実

施されても､研修生の日本語教育
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には､属性 (国籍 ･母語 ･業種等)

の多様さ､滞日許可期間と実地研

修による時間的限界等､様々な制

約 ･困難がある (*)｡しかも実

地研修の場面では､単なる ｢サバ

イバル ･ジャパニーズ｣の域を超

えた､比較的高水準の実践的な日

本語が必要とされることが多い｡

そこで実際の実地研修の場面では､

言葉の障害に基づく深刻な問題が

頻発し､研修生 ･受入れ側の双方

から ｢日本語の壁｣が解決すべき

大きな課題と指摘されている7)｡

*研修生の日本語習得 ･教育

の難しさの背景の一つとし

て､英語を頂点とした世界

的な言語の序列 ･階層化も

ある｡グローバルな ｢普遍

性｣ ･汎用性の点では､研

修生の母語だけでなく､日

本語もまた､英語に比べ､

明らかに限定的 ･周辺的言

語である｡そこで研修生 ･

派遣側の一部には､｢日本

語を学んでも帰国後､役立

たない｣､｢英語で研修して

ほしい｣等の意見がある8)｡

逆に受入れ企業 ･日本語講

師の側にも､｢研修生は英

語ができず､媒介語がない｣
等の悩みがある｡いわば双

方が ｢英語-世界語 (媒介

語)｣と想定 し､しかも双

方が相手の英語力不足を問

題視している｡こうした中

で､受入れ側 ･財界の一部

には､アジア諸国における

｢日本の 『文化進出』｣･

図0-4 技能実習制度への移行者数の推移
(単位名 :人)
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資料出所:法務省入管局 ｢第二次出入国管理基本計画の概要｣『国際人流』2000年3月より｡

図0-5 技能実習生 :国籍別 (∫ITCO関与分 :1998年度)

(単位名 :人)

A一中国 7,331(58.9%)
B-インドネシア 3,299(26.5%)
C-ベトナム 1,461(ll.7%)
D- フィリピン 291(2.3%)
E- タイ 41(0.3%)
F-その他 14(0.1%)
合 計 12,437

資料出所 :㈲国際研修協力機構 (∫ITCO)ホームページ
http://www.jitco,or.jpより作成｡

図0-6 技能実習生 :業種別 (∫ITCO関与分:1998年度)

(単位名 :人)

A-織推製品製造業 5,138(41.3%)
B一機械金属製造業 3,531(28.4%)
C-建設業 1,891(15.2%)
D-その他 ~ 1,877(15.1%)
合 計 12,437

｢日本語の国際語化｣の必要性を説く意見もある9)｡また逆に､研

修生 ･派遣側には､｢中国語ができる日本語講師｣の確保を求める声もある10)｡

一方､技能実習では､そもそも日本語教育は要件とされていない｡技能実習生は､研修を経て技能

実習に移行するので滞日期間が相対的に長く､しかも研修期間中に特に深刻な支障が生じたケースは
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技能実習に移行しにくいと思われるため､研修生に比べれば ｢日本語の壁｣は相対的に緩和されてい

る可能性は高い｡しかし一方､技能実習の理念が､より高度な技術の修得 ･習熟である以上､研修と

同様あるいはそれ以上の水準の日本語能力が求められるのは当然であろう｡また前述のごとく､研修

の全期間を通して ｢日本語の壁｣が大きな問題となっている現実をふまえると､技能実習生に移行し

たからといって一挙にその間題が解消するとは考えにくい｡硯に技能実習生においても､日本語能力

と実習への満足度の間に明確な相関があること､及び､日本語能力の不足に伴う様々な問題の発生が

報告されている11)｡

第3節 研修生 ･技能実習生の日本語教育 ･学習に関する先行研究

従来､技能実習生 ･研修生における日本語習得 ･日本語教育に関する研究は､必ずしも十分に蓄積

されてきたとはいえない｡

まず､技能実習生は､制度自体の歴史が浅く､また日本語教育が要件ではないため､その日本語習

得 ･教育に関する先行研究はほとんど皆無に近い｡

研修生の日本語習得 ･日本語教育については一定の研究蓄積があるが､しかしやはり多いとはいえ

ない｡

その最大の理由は､研修においてはOJT (onthejobtraining)での技術修得に主眼がおかれ､
日本語の習得はそのための手段 ･副次的目的にすぎないことにある｡

また従来､研修生の日本語習得は､次の2つの研究領域の狭間で､いずれにおいても周辺的テーマ

と位置づけられがちであった｡

すなわちまず第1に､社会科学的な調査研究の領域では､しばしば研修が実質的労働 ･偽装就労と

いう側面をもち､深刻な人権侵害を伴い､総じて技術移転を通した国際協力という理念と禿離してい

ることが指摘されてきた12)｡これらはもとより､現行の研修の重要な一側面を浮き彫 りにするもので

ある｡しかし同時にそこでは､日本語教育は相対的に ｢些細な問題｣として取り扱われるか､あるい

はむしろ研修が実質的労働であることの一つの根拠 ･証左として､日本語教育の欠落 ･軽視に言及さ

れるにとどまる場合が多いのである｡

第2に､日本語教育学の研究領域からみると､研修生に対する日本語教育は､前述した如く､滞日

期間や実地研修による時間的制約､学習者の多様な属性 (国籍 ･母語 ･業種等)､実地研修現場にお

ける実践的 ･専門的な日本語の必要性等､極めて多様な個別具体性に規定された特殊な応用領域であ

る｡もとよりそうした多様な具体的実態をふまえる中で､カリキュラム ･教材 ･教授法の開発をはじ

め､貴重な研究成果が生み出されてきた13)｡しかし同時に､それらの多くは日本語教育研究全体の中

では ｢日本語学習者の多様化｣の一環と位置づけられ､実践記録や実践をふまえた経験的考察は多い

が､普遍化 ･理論化という点では相対的に蓄積が浅いといわざるをえない｡また､研修生に対する日

本語教育を異文化適応 ･異文化教育の一環と捉える研究潮流14)もあるが､その場合も､日本語 (言語)

の問題は､あくまで多様な文化諸形式の一部と位置づけられるにとどまる｡

第4節 先行研究の批判的検討

以上の研究動向は､研修生 ･技能実習生の日本語習得が重要でないことを意味しない｡むしろ､従

来の研究動向そのものに､克服すべきいくつかの課題がある｡

まず､従来の社会科学的な調査研究では､研修において､それが実質的労働としての側面を有する

ことと､日本語教育が軽視され､欠落していることが､あまりに安易に結びつけられている｡現実に

はむしろ実質的労働のためにも､日本語の教育 ･習得は不可欠である15)｡本来､｢研修(技術移転)｣
と ｢実質的労働｣は実態的 ･内容的には必ずしも対立しない｡それを対立概念に転化させるのは､主

-186-



(479)

縫製業の中国人技能実習生･研修生における日本語習得と社会諸関係に関する実証研究 (1)

要には入国管理の論理 ･観点でしかない｡｢研修(技術移転)｣と ｢実質的労働｣の区別の基準を､日

本語教育をはじめとする座学の有無や多寡に求めるのも､あくまで入国管理の観点からの形式的 ･便

宜的措置にすぎない16)｡日本語教育 ･習得の必要性と実質的労働であることは何ら矛盾せず､むしろ

両立する｡このような認識は､明確な雇用関係の下にある技能実習生の日本語習得 ･学習を考える上

でも不可欠であろう｡

一方､研修生を対象とした日本語教育に関する研究は､その多くが日本語講師や研修生受入れ専門

機関の職員の手になるものであり､OFF-∫T (offthejobtraining)(教室内での座学､あるいは

せいぜい教室でのカリキュラムの一環としての地域の日本人との交流)としての日本語教育に視野を

限定している場合が多い17)｡ここではしばしば研修生の属性の多様性 (国籍 ･母語 ･業種 ･学歴 ･年

齢等)､及び､日本語教育の厳しい時間的制約が強調され､その現実をふまえたカリキュラム ･教材

･教授法の開発が試みられる｡もとよりこれらは実践的には極めて重要だが､しかし､あくまで日本

語講師や受入れ専門機関の職員の眼差しからみた外在的認知枠であることは否めない｡研修生諸個人

(及び､実地研修先の日本人)から見れば､自分達はそれほど ｢多様｣に変化するわけではないし､

滞日期間全体を日本語習得期間と考えれば､日本語講師がいうほど ｢時間的制約｣が厳しいわけでも

ない｡このような認識もまた､教室での日本語教育が要件ではなく､しかも滞日期間が相対的に長い

技能実習生の日本語教育 ･習得を考える上でも不可欠であろう｡

以上のように､研修生に関する従来の社会科学的調査研究と日本語教育研究は､日本語教育を座学

(OFF･JT)の典型とみなす点で共通する限界を有している｡また､こうした座学と現場 (実地

研修)の二元論 ･二分法は､研修生の一人の人間としての生活過程をトータルに捉えず､｢(教室での)
生徒｣と ｢(現場での)研修生 (あるいは労働者)｣として二元的に把捉することでもある｡しかし実
際には､日本語習得は座学でのみ進むわけではない18)｡重要なことは､座学と現場の二元論 ･二分法

を克服し､研修生 ･技能実習生のトータルな生活過程の中での日本語習得のプロセスとそこでの問題

を解明することであろう (*)｡

*なお､研修生の日本語教育を異文化理解 ･コミュニケーションの一環と捉える研究領域19)は､

座学と現場の二元論 ･二分法を､ある程度､免れている｡異文化理解 ･コミュニケーションは､

教室 ･現場の違いを問わず､問題となるからである｡しかし他方でそれは､日本語 (言語)の

問題を文化 ･コミュニケーションの枠に限定してしまいがちである｡教室 ･現場を問わず､研

修生のトータルな研修一生活過程で発生する様々なトラブルは､確かに ｢言葉の壁｣をはじめ

とする異文化理解 ･コミュニケーションの不足によって拡大される｡しかし､異文化理解 ･コ

ミュニケーションが進んでも､研修一生活過程に客観的 ･主体的な矛盾が存する限り､また研

修生と受入れ側の間に客観的 ･主観的な利害対立 ･目的の離礁がある限り､トラブルは根本的

には解消しない｡むしろ ｢言葉の壁｣が崩れ､異文化理解 ･コミュニケーションが進み､｢誤

解｣が解消すればするほど､トラブルや対立が激化 ･顕在化する可能性も否定しえないのであ

る20)｡こうした諸点をふまえるなら､日本語 (言語)の習得 ･教育は､単に異文化理解 ･コミュ

ニ ケーションの一環としてだけでなく､諸個人のトータルな研修一生活過程における諸矛盾や

その克服の営為との関連で考察されなければならないだろう｡

第5節 研修生の日本語教育における新たな模索と本稿の位置

ただし､先行研究の中にも､このような新たな視点に連なる萌芽は既に存在する｡

それを生み出す最も直接的な契機は､教室 ･座学での日本語教育と実地研修現場で必要とされる日

本語との乗離であり､またその禿離を埋めようとする双方の担当者の努力 ･連携である｡それはさし

あたり､｢実用的な日本語 (教育)｣の追求という形をとって現れる｡
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ただし､そこにもまた大きく2通りの方向性がある｡

まず第1は､教室での日本語教育の担当者が､実地研修現場や研修生活に関する実情をきめ細かく

把握し､そこで実際に必要とされている日本語を､教室での日本語教育に取り入れようとする試みで

ある21)｡そこでは極めて多岐にわたる研修分野の専門用語､現場で用いられる特殊な職業語 (ばらつ

き･がたつき･巻き付け等)や日常語 (行け ･来い ･やれ ･だめ等)､さらに標準的日本語とは異な

る個々の職場で慣用的に用いられている専門用語や方言に至るまで､それぞれの語嚢の使用の頻度や

場面に関する調査を実施することの必要性､及び､それらの知見を教室での授業に導入 ･活用するこ

との重要性が強調される｡

しかし一方､このように個別具体的な実情にきめ細かく対応すればするほど､習得した日本語の汎

用性は低くなる｡

そこで第2に､日本語習得が教室で完結するのではなく､むしろ実地研修現場に行った後に､わか

らないことを気軽に質問したり､自力で日本語学習を継続しうるよう､教室では､できるだけ汎用性

のある基礎的な日本語能力を育成しようという方向性が立ち現れる22)(*)｡またそこでは､できる

だけ多様な場面を切り抜けられる基礎的な基本文型や､自力学習の方法の教育も重視される｡

*こうした方向性を特に明確に打ち出している一人が､春原憲一郎である｡春原23)は､研修生が

習得すべき日本語の最低限の基礎の一つとして､｢問題に直面した時､それを解決するための

ストラテジー運用の能力｣をあげ､実地研修先で直接役立つ ｢学力保障｣だけでなく､学習を

継続できる ｢成長保障｣の重要性を指摘する｡それは具体的には､｢社内生活や日常生活の中

で言語習得ができるという意識と､現場に即した学習ストラテジー運用の能力｣の育成である｡

また春原24)は､｢全く同じ職場で研修していても､日本語に触れているという意識にかなりの

個人差｣があり､しかも ｢職場環境を日本語インプットの場として意識し､学習を起こしてい

くのは､いわゆる言語能力､つまり文法能力や語柔力とは必ずしも相関しない｣こと､したがっ

て､教室や試験では優秀でも､実地研修現場を日本語学習環境として意識できず､日本語力を

低下させる者がいるという事実をふまえ､｢学習が､今ここで､起こらない原因のひとつとし

て､学習に関する学校に依存する心理的傾向｣があり､｢学校で日本語教育の専門家が集中的

に日本語を教えるという教育戦略だけでは現実に対応できず､学習者が日常生活の中で､どの

ように学習を展開できるかが､今後の大きな課題｣であると指摘する｡また､｢孤立学習でも､

教員を全く必要としない状態でもな (く)､ ･- 一種の学習のネットワークを作っていける｣

自律的能力の育成が重要で､｢学習者と一般日本人の接触場面に関する基礎研究｣､｢教員不在

型学習の設計に関する専門家｣の必要性を強調する｡

もとより以上の2つの方向性は二者択一ではない｡実践的には､両者のバランスが重要であり､ま

た両者は補い合う関係にある25)｡

しかし､第1の方向性は､いわば実地研修現場と日本語教室の二元論 ･二分法を前提として､後者

が前者に合わせようとする試みといってよい｡これに対し､第2の方向性は､そうした二元論を克服

し､研修生自身のトータルな研修一生活過程を日本語の学習環境 ･習得過程として把握し､同時にそ

うした学習環境を創造しうる自律的主体として研修生を育成しようとしている点で特に重要であろう｡

その際､実地研修先現場での日本人と研修生の会話は､場面設定 ･文脈 ･目的が明確な上､会話相

手や語嚢の限走性も強い等､日本語学習が成立しやすい側面を有しているという指摘26)は､注目に値

する｡また､研修生側だけでなく､実地研修先職場の日本人に対して､文脈の明示､話題や単語 ･文

型の選択､繰り返しや確認の方法等､外国人と話す際の日本語教育をすることが有効かつ必要である

という指摘27)も重要な意味をもつ ｡
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ただし､研修生 ･技能実習生のトータルな生活過程の中での日本語習得の実態は､未だ必ずしも十

分に解明されているとはいえない｡とりわけ研修生 ･技能実習生のトータルな生活過程を捉える際､

単に客観的状態の把纏にとどまらず､彼/彼女らの主体的状態の把握も重要であろう28)｡以上をふま

え､本稿では､技能実習生 ･研修生の日本語習得の実態とそこでの問題を､教室内でのOFF･JT

にとどまらず､彼/彼女らのトータルな研修 ･実習一生活過程の中で把握することを目指す｡

第6節 調査と対象者の基本属性

本稿で素材とする実態調査は､1999年11月に実施した｡対象者は､大阪府に本社をおく縫製業 ･33
社で技能実習 ･研修を受ける中国人270名である｡1社平均8.2人だが､各社の研修生 ･技能実習
生は2-29人とばらつきがある｡

以下､調査対象者の基本属性を概観しておこう (表0-1)｡

対象者は､91.1%が女性で､平均年齢は28.7歳､中国での最終学歴は中学卒が86.3%と多い｡家族

表0.-1 対象 の基太屈性 .単位:人(%)
米tj棚 1999年 '':.) ltlg■f年 NA 計

聯 100(9U.1101(95.341(85.4 4(80.046(91.1)
10(9.0 4(3.8 6(12.-5 1(20.021(7.8)
1(0.9 1(0.9 1(2.1 0( - 3(1.1)

⊥P均年齢(読) 28.2 28.8 ●; 29.8 28.7

√ 字校校 川4(93.79U(84.934(70.8 5(100.033(86.3)局 4(36 9(85 4(83 0( - (63)

その他NA 1(02(198 5(42(179 7(143(663 0( -0( - 13(47(28)6)

婿.子供姑.子供婚 85(76674(69835(729 3(60.097(730)6(513(ll47 7(620(1869 0( -10(20.8 0( -2(40.0 13(445(168)7)NA 7(63 5(47 3(63 0( - 15(56)

38 173 5' 4肺蔀 2(1 6(57 4(8 o( ニ 12(440)NA 1(09 1(09 0( 0( 2(07)ETA ､ 49441565ZS245UU 駅bUU13Z489
lコ中国系企業 56(505)43(40619(39.6 1(20.-019(441)その他 1(09 4(38 2(4.2 0( - 7(26)NA 5(45 3(28 3(63 1(20.012(44)

計 111(louUlUblUUU48(louU-8---5-t1-g-Y:-召 7U(louUC4l1 393 (17 1000

構成は､既婚で子供がいる人が

73.0%を占める ｡来日直前の居

住地は､上海市 ･江蘇省 ･安徽

省等が多いが､上海市といって

も郷 ･鎮 ･村が多く､全体の94.

8%が農村部である｡来日直前

の職場は､日中合弁企業が48.9

%､中国系企業が 44.1%とほぼ

括抗している｡

対象者の来日年次は､1999年

皮 (調査時点で滞日1年日･研

修生)が41.1%､1998年度 (同

2年日･技能実習生)が39.3%､

1997年度 (同3年目･技能実習

坐)が17.8%である｡どの年次の来日者も､来日時の平均年齢は28歳前後で､女性･中学卒業者 ･既
婚者 ･農村出身者の比率が圧倒的に高い｡特に中学卒業者 ･既婚者 ･農村出身者の占める比重は､近

年の来日者はど一層高くなる傾向にある｡

来日直前の職場は､中国系企業出身者の比率が､1997年度来日者では39.6%､1998年度来日者で40.

6%､1999年度来日者で50.5%と年々上昇し､1999年度来日者では日中合弁企業出身者を上回り､過

半数を占めるに至っている｡

≪序章補注≫

(1)落合英秋(1974)132頁｡

(2)研修の概要については､宇田川荘二(1993)339-347頁､片山義隆(1998)3-5頁､関東弁護士会連

合会編(1990)87-90頁､黒須卓(1998)3頁､建設業外国人問題研究会編著(1991)63-73頁､｢国際人

流｣編集局(1998-b)9-12頁､同(1996)8-9頁､同(1999)6-7頁､駒井洋他(1989)68-69･72-73頁､

駒井洋(1993)57-63貢､今野浩一郎(1991-a)12-18頁､鬼島俊郎(1991-a)19-32頁､同(1991-b)

33-55頁､同(1989-a)50-52頁､同(1989-b)62-74頁､海外技術者研修協会編(1985)10-13頁､駒

井洋他(1992)751-763･790-804･824-829･876-880頁､雇用開発センター(1989)58-60頁､総務

庁行政監察局(1994)442-475頁､総合研究開発機構(1990)26-29頁､手塚和彰(1989)126-131頁､
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同(1991)211-217頁､田中清(1990)102-105頁､田中宏(1981)56-58頁､徳田英明(1989)､法務省入

国管理局(1999-a)3-5頁､同(1999-b)3-5頁､日本労働研究機構(19971a)､同(1994-b)､労働省

職業能力開発局海外協力課(1990)74-79頁､山崎哲夫(1998)17-19頁､橋詰洋三(1996)133-137頁､

浅野慎一(1994-a)187-188頁｡イギリス､フランス､ドイツの実務研修を含んだ研修の実態につい

ては日本労働研究機構(1994-a)｡アメリカのそれについては佐藤賞理子(1998)｡中国からの研修

生送出システムについては日本労働研究機構(1995)､無署名(1980)22頁､張亜力(1992)46-48頁､

張紀涛(1999)21-25･27-51頁｡インドネシアからの研修生送出システムについては日本労働研究

機構(1997-b)｡

(3)ただし研修生には､研修の在留資格以外に､｢短期間､本邦に滞在 しようとする者｣として入国す

る者も多い｡この点については海外技術者研修協会編(1985)lo貰o

(4)技能実習の概要については｢国際人流｣編集局(1996)9-13頁､同(1998-b)9-13頁､同(1999)7-

8頁､片山義隆(1998)3-5頁､黒須卓(1998)3-4頁､法務省入国管理局(1999-a)3-5頁､･同(1999-b)

3-5頁､法務省入国管理局政策課(1997)42-45頁､折笠竹千代(1993)27-29頁､布施直春(1993)86

-90頁､宇田川荘二(1993)347-350頁､労働省労働基準局･労働省職業安定局編(1993)164-170頁､

張紀涛(1999)19-20頁､労働省職業能力開発局海外協力課外国人研修推進室(1993)46-51頁､橋詰

洋三(1996)137-142頁､法務省入国管理局在留課(1997)22頁｡問題の指摘･批判も含め､宮島喬(1993)

95-108頁｡

(5)法務省入国管理局(2000)22頁｡

(6)マーチン･ロス(1983)36頁､有馬俊子(1982)65頁､鶴尾能子･関正昭･石渡博明(1977)72頁､馬場異

知子(1998)131-133頁､片山義隆(1998)4頁､黒須卓(1998)4-7頁､無署名(1999-a)9･12頁､加藤清

方(1988)50-51頁､同(1990)355頁､総務庁行政監察局(1994)461頁､内田賢(1991)131-134頁､今野

浩一郎(1991-b)150頁､海外技術者研修協会編(1985)14頁､祖慶寿子(1998)16頁､駒井洋他(1992)

813頁｡研修目的･研修効果の一つとして｢日本語習得｣をあげる例として内田賢(1991)130頁｡帰国

後､日本語習得を研修の成果･効果として重視･評価する例として若月利之(1997)65･67頁､同(1998)

61･63頁､土濃塚昌隆(1999)46-47･49頁等｡

(7)マリーサ オマノータム(1992)126-127頁､無署名(1979)30-32頁､佐藤博樹(1991-a)63-64頁､

同(1991-b)89頁､日本労働研究機構(1997-a)13頁､同(1994-b)16･100-103頁､雇用開発センター

(1989)59-60頁､清水泰(1988)46-47頁､徳田英明(1989)44-45頁､鬼島俊郎(1989-b)74頁､駒井

洋他(1992)811-813頁､成瀬優生(1991)11頁､無署名(1984-b)20-21頁､浅野慎一(1994-b)78-80

頁｡

(8)鶴尾能子･関正昭･石渡博明(1977)75-76頁､無署名(1977)37頁､山野上素充(1988)133-134頁｡

なお佐藤最理子(1998)84頁は､アメリカの研修のプル要因の一つとして英語が国際共通語である

ことをあげている｡

(9)たとえば無署名(1992)32頁｡

(10)無署名(1984-a)14･18頁｡

(ll)法務省入国管理局在留課(1997)19-20頁､黒須卓(1998)4頁｡

(12)石田法子(1990)29-31頁､岡異人･施建偉(1993)58-60頁､関東弁護士会連合会編(1990)14･20-

21･37･90-94･103･123･145-146頁､尾崎正利(1999)､駒井洋(1991)､同(1989)､同(1993)54-57･63

-72頁､駒井洋他(1989)68-75頁､黒須卓(1998)4頁､韓丘庸(1975)､内海愛子(1988)38-40頁､鬼束

忠則(1992)22-23頁､落合英秋(1974)､駒井洋他(1992)748-850･764-780･871-872頁､全日本医

学生連合(1975)､高原千重(1975)､田中清(1990)100-102･105-119頁､寺揮勝子(1990)149-154頁､

手塚和彰(1991)217-222頁､同(1989)61-62頁､田中宏(1992)75-76頁､吉村宗夫(1991)､山口浩一
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郎(1976)､無署名(1999-a)6-7頁､蜂谷隆(1990)22･42頁､同(1991)111-118･135-140頁､目名子

暁(1992)144-159頁､宮島喬(1993)59-62頁､東洋靖(1992)57-58頁､丹羽雅雄(1992)69-74頁､広

渡清吾(1992)413-418頁､無署名(1989)59-61頁､法務省入国管理局(1989)69-71頁､深見史(1999)

46-47頁､橋村良夫(1992)50-51頁､日本労働研究機構(1997-a)3-4･9･14頁､佐伯奈津子(1998)49

-52頁､簾内友之(1999)20-22頁､浅野慎一(1994-a)188-191頁｡それと関わり､70-80年代に顕

在化した帰国後の拘束契約については田中宏(1981)58-61頁､駒井洋(1989)66頁､無署名(1978)20

-21頁､村井吉敬(1980)､海外技術者研修協会編(1985)31-32頁｡研修生の不法残留･失院について

は片山義隆(1998)3頁､黒須卓(1998)4頁､法務省入国管理局(1996)､｢国際人流｣編集局(1997)4頁､

杉山忠継(1997)6･11頁､無署名(1999-a)6頁､法務省入国管理局在留課(1996)､簾内友之(1999)21

-22頁｡企業秘密の壁や生産システムの国際的相違等､企業内研修方式の問題については田島吉五

郎(1991)29頁｡また､畠山学(1996)7頁､｢国際人流｣編集局(1997)5頁､同(1998-a)16頁には､実務研

修は就労活動との区別があいまいになりがちであるため､技能実習への移行を促していきたいと

の法務省の意向が示されている｡さらに宮島喬(1993)95-108頁は､技能実習制度が公認の外国人

就労であり､しかも転職の自由の欠如等､幾つかの問題を含んだ就労であることを指摘している｡

(13)春原憲一郎(1997)172-175頁､田島機智吾･勝又さかえ(1983)75-87頁､佐藤美童子(1989)､山田

みな子(1990)､伊東春彦(1992)､本多敏子(1992)､稲葉怜子(1986)､大石寧子(1992)､有馬俊子･石沢

弘子(1979)､有馬俊子(1982)65-80頁､同(1990)､同(1999)66-74頁､仁科喜久子(1997)､鶴尾能子

(1988)､諏訪龍(1992)､鈴木和枝(1992)､水野マリ子(1992)7-16頁､大村岩代(1986)､加藤清方(1990)

355-356頁､同(1988)､祖慶寿子(1998)､杉山明(2000)､伊藤三枝子(1997)､佐々木秀吉(1982)14頁｡

研修生に対する日本語教育の歴史については加藤清方(1990)354-355頁､同(1988)53頁｡

(14)研修生の異文化コミュニケーションに関する文献として､荒木晶子(1989)､宮本真一(1992)､海

外技術者研修協会編(1985)､白岩謙一(1977)｡

(15)岡真人･施建偉(1993)61頁は､｢研修生を労働力としてみた場合､使いにくいと感じている企業が

多｣く､その大きな理由の一つとして｢日本語能力が不十分なためコミュニケーションがとりにく

いこと｣をあげている｡また総合研究開発機構(1990)34-40頁は､外国人労働者の受入れ合法化に

際し､日本語教育が不可欠の社会的基盤であるとし､その整備の必要性を指摘している｡さらに同

書61-62･70頁は､外国人社員に対するアンケート調査により､言葉の障害が大きな問題となって

いること､及び､日本で働くことのメリットとして｢日本語の習得｣が大きな位置を占めていること

を明らかにしている｡さらに､研修の偽装就労的側面を浮き彫りにしようとする駒井洋他(1992)820

-823頁もまた､座学はOJTに組み込んだ方がむしろトラブルが少なく､座学の実地研修からの

独立性と偽装就労性とが別のことであることを示唆している｡

(16)こうした視点については､浅野慎一(1997)344-346頁｡

(17)こうした文献は前掲補注(12)のように多いが､例えば松永淳子(1991)59頁は､研修生の多様な属

性や教室での日本語学習の時間的限定に伴う諸困難に言及した上で､｢最終試験が終わると､研修

生は､それぞれの企業研修に向けて出発していく｡そして､日本語教師の仕事もここで終わる｣と述

べる｡

(18)こうした実態については､大石寧子(1992)69-70頁､春原憲一郎(1992-b)､祖慶寿子(1998)16頁､

若月利之(1997)64-66頁､同(1998)60･62頁､土濃壕昌隆(1999)45･48頁､杉山明(2000)162頁､無署

名(1998)30-31頁｡

(19)宮本真一(1992)37-43頁等｡

(20)海外技術者研修協会編(1985)8･35頁､浅野慎一(1997)第3部､同(1995)参照｡

(21)田島機智吾･勝又さかえ(1983)82-85頁､山崎律子(1992)80-82頁､大城朋子(1992)､河内千春
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(1988)､加藤清方(1988)55-56･61頁｡上記以外に､専門用語･職業語･日常語･方言等への対応の必

要性の指摘として､大石寧子(1992)71･74頁､仁科喜久子(1997)､鈴木和枝(1992)､馬場真知子(1998)

139-140頁､若月利之(1997)64･67貢､同(1998)60･62頁､土濃塚昌隆(1999)45-46･48頁､無署名(1988)

43頁､無署名(1998)34･37-38貫､杉山明(2000)164頁､祖慶寿子(1998)､無署名(1999-b)31-32頁｡

中国人以外の研修生を対象として､漢字への対応を求める声も多い0

(22)本多敏子(1992)79頁､大石寧子(1992)69-70貢､大城朋子(1992)109頁｡

(23)春原憲一郎(1992-a)56頁｡

(24)春原憲一郎(1992-b)17･19-22頁｡

(25)大石寧子(1992)72頁､大城朋子(1992)110頁｡春原憲一郎(1992-a)56頁は｢学力保障と成長保障

のバランス｣と表現している｡

(26)杉山明(2000)165頁｡

(27)春原憲一郎(1992-a)61頁､同(1992-b)17･22-25頁､海外技術者研修協会編(1985)78-82頁､宮

本真一(1992)44頁｡現場の日本人が実際に外国語(中国語)の習得に取り組んでいる事例としては

『月刊 中小企業』編集部(1992)30頁等｡

(28)浅野慎一(1997)第1部第2章･第3章､同(1994-a)192-193頁参照｡

第 1章 来日前の日本語学習と日本語能力

さて､対象者達は来日前､どのように日本語と接してきたのだろう(表 1-1-3参照)｡

第1節 日本語 ･日本人との接触の概況

まず､学校時代の履修外国語は､英語が73.0%と最も多く､日本語はそれに次ぐとはいえ､15.9%

にとどまる｡

来日前､日本人との交流は ｢なかった｣人が73.7%と多い｡交流があった場合､それはほとんど職

場での交流に限られ､その他の場面では極めて少ない｡

来日前､日本語教室に通ったことがある人も44.1%と半数に満たない1)｡通った場合､その期間は､

回答者の55.7%が2カ月未満､92.9%が3カ月未満と短い｡ただし､回数は78.3%が週5日以上､毎

日の授業は80.0%が6時間以上と､まさに短期集中である｡1クラスの生徒数は40-49人が23.4%､

50人以上が38.7%と多く､中には100人という事例もある｡20人未満の少人数クラスで学んだ人は回

答者の8.1%にすぎない｡

来日前､日本語を独習した人も

全体の29.6%にとどまる｡独習し

た人の場合､その独習時間は無回

答が多いが､回答者の中では週に

4時間未満にすぎない事例が過半

数を占める (図1-1参照.)｡独

習の手段としては､本をあげる人

が回答者の88.2%と最も多く､テー

プが39.7%､テレビが11.8%､ラ

ジオが5.9%である (図 1-2参

照)｡

図1-1 来日前､日本語独習時間 (独管者/回答者) 単位 :人 (%)

資料 :実態調査より作成｡

-1921

A-2時間未満 7(20.0%)

芸=謂 冨= lH 3…:g莞))
D-6時間～ 7(20.0%)
革丁8時間～ 0(0.0%)
F-10時間～ 8(22,9%)
合 計 35
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日本語教室に通い､独習もした

人は全体の18.5%にとどまる｡日

本語教室のみで独習はしなかった

人が23.7%､逆に独習のみで日本

語教室には通わなかった人が11.1

%である｡そして､日本語教室に

も通わず､独習もしなかった人が

43.7%と最も多い｡

以上のように､来日前､対象者

の多くは､日本語学習をあまりし

ていないか､あるいはしたとして

もその客観的条件は必ずしも恵ま

図1-2 来日前､日本語独習の手段 (回答者80名) 単位:人
0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 60

<.:.;: 重責妻妾喜1

れたものとは言いがたい｡

そこで､対象者の来日直前の日本語能力は､決して高くない｡まず会話面では､｢日常会話に不自

由しない (以下､Aランクと呼ぶ)｣人は1.5%､｢直接､仕事に関係する日本語なら理解できる (同､

Bランク)｣人も9.6%にすぎず､｢あいさつ ･買い物など､簡単な会話ができる (同､Cランク)｣人

でようやく29.6%､｢ほとんど会話ができない (同､Dランク)｣人が47.4%と最も多い｡読解面では､

会話と読解の区別が理解しづらかった人が多いようで無回答が多かったが､｢新聞程度の文章が読め

る｣人は0.4%､｢直接､仕事に関係する日本語なら理解できる｣人が9.3%､｢簡単な文章なら読める｣

人が5.2%にとどまり､｢漢字で意味を類推する程度で､ほとんど読めない｣人が48.9%と最も多い｡

第2節 日本語学習者と非学習者の諸特徴

日本語教室 ･独習を問わず､とにかく来日前､日本語を意識的に学んだ人に､｢なぜ､日本語を学

ぼうと思ったか? (複数回答)｣をたずねると､｢日本に研修に行くことが決まったから｣という理由

が回答者の74.3%と圧倒的に多い｡｢日本の先進技術に興味があったから｣が27.7%､｢日本の経済 ･

表1-1 来日前の日本語.日東人との接触と日 語能力 単位:人 (%)
日本語会話 Aランク βランク Uランク uランク その†坦 NA 計
請 4(lUUU Zl(8U8 54(675 ● ; 1(lUUUZU(64597(73U)

代履修日本語 o( ニ 4(15.4 19(238 15く1174 o( ニ 5(16143(159)外国語なし 0( - 0( - 6(75 12(9 0( - 5(16123(85)
NA 0( - 1( 3.8 1( 13 4(31 0( - 1(32 7(2.6)

日本 その他 U( - 7(Z69 Zt5(32.5 Zb(ZU3 1(lUU.U7(ZZ.I67(248)との 0( - 2( 77 1( 13 0( - 0( - 0(- 3( 11)
流の なし 4(100,0 18(692 53(663102(79.7 0( - 22(71.0199(737)
-.:ii NA 0( - 0( - 0( - 0( - 0( - 2(65 2(07)
日本舌I] つた U( - lb(bT∴f45(5G,3 46(35.9 U( - 13(4l9-119(44lJ
教 専 l わなし 4(100.0 Ill(423 35(438 82(641 1(100.0 18(581151(559)
日 本 詣 した I(.25U lU(385 4U(5UU 26(ZU3 1(lou.U Z( 65 8U(296)
独 習 しない 3(750 16(615 39(488 98(766 0( - 26く839182(674)
NA 0( - 0( - 1( 13 4( 31 0( - 3( 97) 8( 30)

日 本 青口aランク 0( - 0( - 0( - 0( - U( - 1( 32 1( 4)
読 解 bランク 1く25.0 9(34.6 13(16.3 2( 1.6 0( - 0( - 25( 93)
Cランク 0( - 4(15.4 9(ll3 1( 0.8 0( - 0( - 14( 52)
dランク 1(25.0 5(19.2 27(338 78(60.9 1(100.0 20(64.5132(489)
その他 0( - 0( - 4( 50 0( - 0( - 0( - 4( 15)

計 41000-5 261lIU~6-8-Qを1-g-Uち128lU U-4 llUUO 31(100Ol5W Q-i柑 那∫ 4

料 :天窓調査 り作成注 ‥日露幣 鮎 巷妄言.'書写軍曹雪覧票雪禦 猷 飯豊喜,I/晶毒雷要義摂 旨讐 富雪P/李

-ほとんど会話ができない0日吾警務 壱量言.>三言警野望音韻 藁葺菅雪嘉あ宝o'吉写譜 撃蓮華増 配 姦晶李雪
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表1-2 来日前の日本語教委と独習(回答者) 単位:人(%)
ti.本譜会話 Aフンク t5ランク しランク Uランク そ0)†爪 rqA 計

日吉I) 喜言鱈 U( - 5(33.425(56.927(58.7 ロ( - 6(75.U 63(55.7)
0( - 7(46.716(36417(370 0( - 2(25.042(37.2)
0( - 3(20.0 3(68 2(4.3 0( - 0( - 8(7.0)

計 U( - 15(louU44(lUUU46(louU U( - 8(luU.U113(lou.U)

ロ ロ 0( -0(- 3(23 2(4U.0ZU(21.7)

'5回■6回'7回
0(- 2(152(154413(37.1ll(31.4ll(2814(352.9 0( -0( - 0( -2(40.026(2829(31.3)5)
0(- 6(462 6(171 4(10.3 0( - 1(200 17(18.5)

十 U(- 13(louU35(100a39(lou〟 〟( - 5(louO 92(lul一u)
6時間禾 U( - Z(16.6 3(ll1 9(243 U( - Z(5UU 16(ZUUJ
6時間～ 0( - 2(16.716(59.313(351 0( - 0( - 31(388)
7時間～ 0( - 8(667 8(29ー615(40.5 0( - 2(50.0 33(413)
計 0(.- 12(lUU027(100037(100.0 0( - 4(1UU080(10tl0)

ZフスU人未満 U( - U(UU ZL47 6(136 U( - 1(lUU 9(8り
0人～ 0( - 1(71ll(25618(410 0( - 3(30033(297)
0人～ 0( - 7(500 7く16310(227 0( - 2(20026(234)
0人～ 0( ⊥ 6(42923(53510(227 0( - 4(40043(387)
昌十 U( - 14(louU43(louU44(louU U( - lU(louU111(louUJ

字 荒縄 0( - 13(76544(75944(746 U( - 9(750110(743)管 0( - 7(41219(32814(237 0( - 1(8341(277)
動A士会興味~｣一.ー 0( - 6(35316(276-14(237 0( - 2(167 38(257)

機 口実好き人はLL 0( -1(100.0 4(235(2954 3(54(629 4(66(1082 0( -1(100.0 0( -1(8.3 ll(718(124)2)

日量歪義 0(- 7(412 5(86 5(85 0( - 0( - 17(ll5)0( - 1(59 5(8I 2(34 0( - 0( - 8(54)
計一 1(100.017(loo058(100059(looU 1(100.012(lUU.0148(1000)

蛋 音先生 U(- 1(4.3 5(64lU(88 U( - ･3(13●19(7tり法先生 0( - 2(8.7 4(51 5(44 0( - 1(45 12(50)
要A 間先生 1(33.3 2(8.7 1(13 5(44 0( - 2~(91 ll(46)

盟 顕 0(- 2(8.717(21830(263 0( - 3(13652(216)0( - 1(4.314(17914(1223 1(100.0 2(9132(133)
習教 0(- 0( - 2(26 3(16 0( - 0(- 5(21)
間時間A.ビデオ 0(-1(33,3 0( -8(34.8 2(213(1667 2(14(1283 0( -0( - 0(-2(9.1-4(138(157)8)
題 0( - 1(43 2(26 3(26 0( - 1(45 7(29)
話練習 2(66.7 7(30435(44931(272 1(100.0 9(40985(353)
用言菓 1(33.315(65260(769)80(702 0( - 17(773173(718)
法練習 1(33.3 4(17421(26921(184 0( - 5(22752(216)
計 3(lou_023(100り78(_1000114(1000 1(loo.022(100041(lUUU)

苧環 藻 桑野 監 妻撃ぬ 重奏警芸翫 琴讐 鰐 操

･l-fIli=--:
改壷重量空軍禦詣 男旨条孟最
っと発音をはっき

管学祭 語 録 蓋起 筆

習幣 望遠撃哲 鵜 詣

し
っも
し
っ

毒讐最凱 喜鮎 豪雪真義.J:_発音先生-先生

0

も
い
に
習
絵
会

に
し
の
練

o
o

=]LrL
)
〓
,-
＼

ては
なも
香

聖嘉島誓習讐 苗ヒ享紬 こ
を教えて

い｡文法先生-先生

三軍靴 音粘 tこ敦

呈海業幣 慧諾 警島l二T二月=禾ET⊂･Tノ11よく=1丈つしⅨ果しLIaLVlo1日託邑~1白祖′どt)つ⊂ロコし･LIa

語野 .=責鮎 替警真如 晶苧詣 盲艶 L,'ot等軍 学蒜録,.t実用的な言葉

文化 ･社会に興味があったから｣

が25.7%､｢日本人の友人がほし

かったから｣が12.2%､｢いつか

日本に行ってみたいと思ったから｣

が11.5%と続く｡それらに比べ､

｢外国語 ･言葉が好きだったから｣は7.4%と少ない｡

また､来日前に日本語を意識的に学んだ人に､日本語教育 ･学習で ｢改善してほしかった点 (複数

回答)｣を聞くと､｢仕事と生活でよく使う実用的な言葉をもっと教えてほしい｣､｢言葉の障害で仕事

に支障をきたさないように､仕事上の専門用語をたくさん教えてほしい｣等､｢もっと実用的な言葉

を教えてほしい｣という回答が71.8%と最も多い2)｡次いで､｢会話の練習をもっと増やしてほしい｣

が35･3%､｢教科書を実用的なものにしてほしい｣が21.6%､｢文法に関する練習をもっとやらせてほ

しい｣が21･6%､｢絵やビデオなど使って授業してほしい｣が15.8%､｢もっとわかりやすい教科書に
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してほしい｣が13.3%と続く｡

総じて､対象者の多くは､日本

語 ･語学そのものや､それを含む

異文化理解に興味 ･関心があった

わけではなく､日本への研修決定

という現実をふまえ､あくまで第

一義的には研修の手段としての実

用的な日本語の､しかもわかりや

すい教材と指導を望んでいたとい

えよう｡いいかえれば､来日前の

日本語教室や独習においては､実

用性やわかりやすさの点で問題を

感じているのである｡

一方､来日前､日本語を全く学

ばなかった人に ｢来日が決まって

も､なぜ学ばなかったのか? (複

数回答)｣をたずねると､｢仕事や

家事で忙 しかった｣が回答者の

46.0%と最も多く､｢特に理由は

ない｣が32.0%､｢日本に行って

から学べばいいと思った｣が14.0

%を占め､ここでもやはり ｢日本

語は (研修の)手段にすぎない｣

と相対的に軽視していた姿がうか

がえる (図1-3参照)｡ただし､

図1-3 来日が決まっても､なぜ日本語を学ばなかったのか
(回答者50名) 単位 :人
0 5 10 15 20 25

つまらない

eK=集菅還 璽
荏

套…I ≡妻≡ミ1 ぎ…喜…f

套享

蔓i≧il

妻≡垂

成o

菅 芸 粘 誉韻 06撃雲駄 譜 息票 空事莞詣 望

芸要覧蔓芸芸 翼 素議 語 弊 義弘 墓守幣 慧禦 ?寡

図1-4 青 鞄 ､呂套謹 書軍需 奈豊 天グ露 i)f=常 玖 (形)

資料 :実態調査より作成O

A-はい
ら-どちらと
C-いいえ
合 計

肇

農村出身者が多いこともあり､

｢近くに日本語教室がなかった｣という人も22.0%を占める｡

また､このように日本語を学ばなかった人々も､現時点では回答者の87.5%が､｢来日前､日本語

を学んでおいた方がよかった｣と感じており､来日前の日本語教育 ･学習の重要性を示唆している

(図1-4参照)3)｡

第3節 日本語能力形成の諸要因

さて次に､来日前における日本語 (会話)能力形成の諸要因を分析しよう｡

学校時代の履修､日本人との交流､日本語教室への参加､日本語の独習等はいずれも､Dランクか

らの脱出にとって一定の意義をもつ｡すなわち､日本語 (会話)能力が最も低いDランクの人は､学

校で日本語を履修した人では11.7%､日本人と交流があった人では20.3%､日本語教室に通ったこと

がある人では35.9%､日本語を独習した人では20.3%と､いずれも全体平均を下回っている｡一方､

A･B･Cランクの人の中では､日本語 (会話)能力と日本語 ･日本人との接触の有無との間に明確

な相関はなく､むしろCランクの人において日本語 ･日本人との接触が最も多い｡いわば､来日前の

日本語 ･日本人との接触は､｢Dランクからの脱出-Cランクへの移行｣にとって有効に作用してい

るのである｡

日本語教室に通った人の中では､それが長期間 ･高頻度 ･長時間であるほど､日本語 (会話)能力
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が高くなっている｡すなわちまず､日本語 (会話)能力が最も低いDランクの人では､日本語教室に

2カ月未満しか通わなかった人が回答者の58.7%､週6回以下の人が89.7%､1回7時間未満の人が

59.5%と多い｡これに対し､日本語 (会話)能力がBランクの人では､日本語教室に2カ月以上通っ

た人が66.7%､週7回の人が46.2%､1回7時間以上の人が66.7%と多くみられる｡Cランクの人は､

その中間に位置する｡

ただし､日本語教室のクラス人数については､40人未満のクラスに通った人は､Dランクで54.6%

と最も多く､Cランクでは30.2%､Bランクでは7.1%と少なくなっている｡一般的には､少人数ク

ラスの方が良好な学習環境のように思われるが､おそらく中国の現状では､多人数クラスの方が講師

･テキスト･教授法等が組織的 ･体系的に整備されている場合が多く､それが有効に作用しているも

のと思われる｡

日本語教室は､独習を促進する契機としても大きな役割を果たしている｡すなわち日本語教室に通っ

た人の中では42.0%が日本語を独習もしている｡逆に､通わなかった人の中では､日本語独習者率は

19.9%と特に低い｡

こうした諸事実は､来日前の日本語学習の客観的な環境整備､とりわけ日本語教室の拡充が､日本

語能力の向上にとって有効であることを示しているといえよう｡

ただし､その一方で､日本語能力や学習への取り組みは､諸個人の主体的な学習動機や問題意識に

よっても大きく影響されている｡

すなわちまず､来日前､日本語教室 ･独習等で日本語を学んだ人の中で､日本語 (会話)能力がD

ランクにとどまった人の場合､その学習動機は ｢日本に研修に行くことが決まったから｣に限られる

傾向がある｡それに対し､Cランクの人はそれに加え､｢日本の先進技術に興味があったから｣､｢日

本の経済 ･文化 ･社会に興味があったから｣等の動機がやや増加する｡さらにBランクに到達した人

の場合､｢日本の先進技術に興味があったから｣､｢日本の経済 ･文化 ･社会に興味があったから｣等

の動機が一層顕著にみられるだけでなく､｢いつか日本に行ってみたいと思ったから｣､｢日本人の友

人がほしかったから｣､｢外国語 ･言葉が好きだったから｣等､多様かつ主体的な学習動機を併せ持っ

ている人が多くみられる4)｡

また､来日前の日本語教育 ･学習に対する要望をたずねても､日本請 (会話)能力がC･Dランク
にとどまった人の場合､｢もっと実用的な言葉を教えてほしい｣､｢教科書を実用的なものにしてほし

い｣､｢もっとわかりやすい教科書にしてほしい｣等､実用性 ･わかりやすさに対する要望が特に多い｡

つまり日本語学習は､研修のための手段と割り切る傾向が特に顕著である｡これに対し､A･Bラン

クに到達しえた人では､｢先生は学生にもっと質問してほしい｣､｢絵やビデオなど使って授業してほ

しい｣等､単なる研修の手段を超えた日本語 ･日本語学習への関心に基づく要望がみられる｡

≪第1章補注≫

(1)研修生の来日前の日本語教育の不備については､内田賢(1991)130-131頁｡また､日本労働研究

機構(1997-a)52頁によれば､研修生の選考に際して日本語テストを実施しているケースは25.5%

にとどまる｡本稿の事例でも実施していない｡

(2)春原憲一郎(1992-a)54頁は､来日前にかなり日本語を学習した研修生も､｢来日後現実に触れる

日本語との間になんらかの差を感じる｡そうした来日後の研修生の体験を母国の日本語学習へフィー

ドバックするルート｣の形成が必要と指摘する｡またそこでは､来日前の日本語学習において｢現実

に対応できる言語能力｣の習得が重要で､その場合の｢現実に対応できる言語能力｣とは､｢必ずしも

高いレベルの語学力ということではなく､初級なら初級なりに､保障される学習到達目標｣である

と述べる｡
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(3)特に日本語.(会話)能力がC･Dランクと低い人の中では､｢来日前､日本語を学んでおいた

方がよかった｣と考えている人が90.6%に達する｡

(4)水野マリ子(1992)10頁は､｢日本事情に対して興味や知識をもつ研修生は､日本語授業に対する

適応もいい｣と述べている｡

第 2章 来日後の日本語教育 ･学習と日本語能力

さて次に､来日後の日本語教育 ･学習の実態をみよう (表2-1-3参照)｡

第 1節 日本語教育 ･学習の概況

対象者達は来日直後､大阪で1カ月の集合研修を受ける｡そこには､午前10時～午後4時まで計12

日間､日本語の授業も含まれる｡集合研修における日本語クラスの人数は年度によって異なるが､総

じて多人数で､120人位になる年度もある｡

対象者の多くは､来日直後で張り切っていることに加え､｢日本語で合格点を取らなければ研修を

中止して帰国させられるかも知れない｣､｢1年目の研修から2年目以降の技能実習への移行の際､日
本語の試験がある｣等のプレッシャーもあり､真剣に集合研修の日本語クラスに臨んでいる｡

しかし同時に彼女達の多くは､中学卒業後､10年以上のブランクもあり､レクチャー方式の集中的

な語学の授業 ･座学に慣れていない｡そこで､理解度を確認するための小テストの際にも､全く悪意

のないカンニングや､解答のたずね合い ･教え合い-しばしば間違った解答の教え合い-も横行する｡

連日5時間もの集中的な日本語の授業に騨易した研修生の一部からは､｢研修と日本語に興味津々で

すが､なかなか (日本語を)覚えられない｡身につくまで時間がかかりそうだ｡おそらく､中国にい

たときに､ちっとも勉強せずにずっと働いていたからだと思う｣､｢集団研修の日本語の授業は難しい｡

ほとんどわからない｡ただ形だけではないかと思う｡それよりむしろ､私達は一日も早く会社に行っ

て働く方がいい｡早く機械に触って､働きながら､日本語を勉強すればいいではないか｣､｢技術を習

表2-1 日後の日 語をめぐる教育.学習.状態 単位:人 (%)
日本語会育 Aラング βランク Uランク Uランク そU)他 ♪JA 計
職場 至り 8(72.7 36(34.045(42.5 10(29.4)0( - 1(8.3100(37.0)

-ETL)な 29教篭 NA 0( - 2( 1 6(5.7 0( - 0( - 4(333 12(44)

日本詩lJありll(100.081(764689(84.0 8(23.5 0( - 4(33393(715)独習 な 0 - 2523 16 15.123 67.6 1100.0 646271263
NA 0( - 0( - 1(0.9 3(8.8 0( - 2(154 6(22)

日aランク U( -)U( - U( - U( - U( - U( - U( -)
bランク 5(45.5)51(48.130(28.3 0( - 0( - 3(25.089(33.0)
古口Cランク 1( 9.1)10( 9.4 15(14,2 0( - 0( - 0( - 26( 96)
読 dランク 0( - 5( 4.7 27(25.5 14(41.2 0( - 3(25,0)49(181)
eランク 0( - 0( - 0( - 0く - 1(100.0 0( - 1( 04)
NA 5(45.5 40(37.7 34(32.1 20(58.8 0( - ) 6(46.2105(389)
あ 7(636 66(623 ●4(6U4 29(853 1(lUUU 7(583174(644)

つ習子 なし 4(36_4 38(358 33(31.1 5(14.7 o( 二 1( 83 81(300)

fy=し NA 0( - 2( 19 9( 8.5 0( -) 0( - 4(333 15( 55)日吊あり 6(54.5 63(594 66(62.3 30(88.2 1(100.0 5(417171(633)
と なし 4(36.4 35(330 31(29.2 3( 8.8 0( - ) 1( 83 74(274)
NA 1( 9.1 8( 75 9( 8.5 1( 2.9 0( - 6(462 25( 9.3)

計 lllUUUlU■lUUU1U61UUU 34LIUUU llUUO lZIUUU 7UIUUU
(4.1 393 39.3 (12.6 (0.4 44 100.0

賃料 :芙聖e至より作成妄言.=E嘗苦学8==歪艶 禦 ､賀指 差を謂 聾な生新 撃誓言oaB荏 :日 語会話 :Aフ語なら理解で

類推する程度でほとんど読めない｡
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表2-2 来日̀ の日本語 管.問題.状態(日 語会話能力別/Bl答 )単位:人 (形)
tj本書吾会言古 Aランク Jjランク しランク Uランク そのI悦 NA l計

日手玉FIE) 10(90.971(95.981(94.2 7(100.0 0( - 4(lou.U 173(95.1)
テレビ 3(27.330(40531(360 0( - ) 0( - 2(50.0 66(363)
ラジオ 3 41 2 23 0 - 0 - 0.- 5 27
独 テープ 0( - 2( 276(70 0( - 0( - 0( - 8(4:4)
習Aその他 2(18.2 8( 1085(58 0( - 0( - 0( - 15(8.2)
計 ll(lou.UT4(louU86(louU rr(lou.UU( - 4(lou.U 182(looU)
独 T⊂ 3… = ll( 4581(63 9( 4090( - 1( 25.0 22(328)習 言葉不要 1( 421(63 1( 450( - 0( - 3(45)
LA 賛否乱 ､0( - 8( 33312(750 19( 8640( - 4(100.0 43(642)な 0( - 1( 421(63 2( 910( - 0( - 4(60)
い 由なし 0( - 5( 2083(188 0( - 1(100.0~ 0( - 9(134)
盟由 その他 0( - 1( 42 0( - 0( - 0( - 0( - 1(15)汁 U( - 24(100016(100.022(100.01(100.0 4(100.0 67(1000)
莱 合教育 3(27.3 18(17U40(37.7 17(50.UU( - 1(8.3 79(293)
際 ､教室 2(18.2 12( ll315(14.2 6( 17.6.0( -1(100.0 1(8.3 36(133)にA習 0(- 1(09 2( 1.9 0(- 0( - 4(15)
役 孟レ墓誌 2(18.2 14(132 ll(10.4 3(8.8 0( - 0( - 30(ll1)立 6(54.5 79(745 72(67.9 14(41.2 0(- 2(16.7 173(641)
つ そ? 蛋 4 3 3 2. 7 2た 0( - 8(75 7(6.6 7(20.6 0(- 0(- 22(81)
ち 聞 0( - 0( - 0く- 0( - 0( - 0(- 0( -)
の その他 0( - 3(2.8 0( - 0(- 0(- 0( - 3く 1.1)
NA 1(9.110(94 9(8.5 5(14.7′0(- 8(66.7133(122)
汁 ll(100.0lU6(1【ーUU1U6(100.034(lou.U 1(lou.U12(loo.U27(】(louU)

独蓋墓守 寮 生書取 慰 去弊 讐 雷雲謹 言量預 昌欝 造

~-if-i_:二意 幸 手
レビ等-ふつうのテレ

晶㌘他交流-その他の

いに来たのに､なぜ日本語の勉強を1日何時間もするのでしょう｡せめて1カ月の集団研修時間は毎

月､何日かに分けたらどうでしょう｡そうすれば､働きながら勉強できます｡ずっと座って勉強する

のはとても疲れるし､能率もあがらない｣等の声が聞かれる｡

しかし一方､集合研修の延長を求める声も､特に各職場への派遣以降は､しばしば聞かれる1)｡

｢日本語を (集中的に)研修する時間が短すぎる｡1カ月の研修で日本語の単語を多少覚えたけど､

今､仕事でやはり言葉の困難が幾重にもある｣､｢日本語の勉強時間が少ないから､日本語のレベルが

なかなか上がらない｡できれば集合研修の時間を延ばしてもらいたい｣等が､それである｡

このような集合研修での日本語教育について､｢改善してほしかった点 (複数回答)(図2-1参照)｣

を開くと､｢もっと実用的な言葉を教えてほしい (*)｣が65.90/.と最も多く､｢会話の練習をもっと

増やしてほしい｣が28.2%､｢文法に関する練習をもっとやらせてほしい｣が21.1%､｢教科書をもっ

と実用的なものにしてほしい｣が14.8%､｢絵やビデオなどを使って授業してほしい｣が13.0%と続

く｡総じて､来日前の日本語教育 ･学習に対する要望とあまり変わらない｡ただし詳細にみると､来

日前とは異なり､｢もっとわか

りやすい教科書にしてほしい｣

という要望はほとんどなくなり､

逆に ｢先生に質問する時間をもっ

と増やしてほしい｣が10.7%と

一定の位置を占めるようになっ

ている｡

*｢もっと実用的な言葉を

表2-3 日東語の独-習と教宅.研修暗闇運位:人(%)
tj本吉昔独 -̀ あり TJ:し NA 計

琵 増 量82(82.015(15.0 3(3.0100(100.0)
103(65254(342 1(06158(1000)
8(667 2(167 2(167)12(1000)

イ8時間9時間 18(78163(7138 5(2159(2670 0( -5(2.223(10027(1000)0)

惑N A 6(545-4(364 1(9.1ll(1000)
計 193(71571(263 6(Z,Z70(lUt】U)

ー198-



(491)

縫製業の中国人技能実習生 ･研修生における日本語習得 と社会諸関係に関する実証研究 (1)

教えてほしい｣という場合の

｢実用性｣の内実は､下記の

具体例にみられるように多岐

にわたる｡｢(集合研修では)

仕事と生活でよく使う言葉が

身につきませんでした｡もっ

と実際によく使う言葉を教え

てほしい｣､｢仕事上の専門用

語と日常生活上の会話によく

使う言葉を､もっと教えてほ

しい｣､｢もっと研修生の実際

の仕事と生活を考えた上で､

教えてほしい｣､｢会話と慣用

句をもっと教えてほしい｡ま

た日本人との交流を増やして､

ヒアリングや会話､普段､使っ

ている言葉を鍛えてほしい ｣､

図2I1 来日後の集合研修に対する改善要望 (回答範 9:̂]
0 50 100 150

発音先生 2
文法先生 9
質問先生 9
実用教科書 40
理解教科書 9
練習教科書 18
質問時間 29
袷 .ビデオ 35
宿題 4

会話練習 76
実用言葉 178
文法練習 57
その他 10

I

文法に関する練習 をもっとやらせてほしい

｢実用的な言葉を教えてほしい｡実用的と言うのは､まず仕事に関する専門用語｡日本人と一

緒に現場で働く時に使う専門用語は最も大事だと思うから｡その次は文法｡文法がわかれば独

学もできるから｣､｢文法をちゃんと習うことが実用的になると思う｡今は､単語さえまちがえ

なければ､文法はどうでもいいという感じです｡しかし､文法がわからなければ､自分が言っ

た言葉が正しいかどうか､自信がもてない｡時々､勇気を出していろいろ話をするが､その言

い方で正しいのかどうか､全然わからない ｡それでまた自信がなくなる｡これこそ､私達の日

本語のレベルが上達しない最大の原因でしょう｣､｢実用的な日本語というのは､例えば外来語｡
時には辞書にも出てない外来語が実際には使われている｡そういうものは､集合研修で教えて
ほしい｡そうでなければ､実用性がない ｣｡

集合研修終了後､対象者は各企業 に配置 されるが､ 配置先の職場に 日本 語教室が ｢ある ｣と答えた
人は37.0%にとどまる2)｡日本語教室が ｢ない｣場合 ､それが ｢ほしい｣ と感じて いる人 は回答者の
81.2%に達し､｢ほしくない｣と

答えた人は3.8%にすぎない (図

2-2参照)｡日本語教室を求め

る具体例としては､｢職場に､決

まった時間の日本語教室はない｡

普段､仕事が忙しくない時に､た

まに仕事上の専門用語を教えてく

れるだけ ｡ただほんの少しだけで
す｡これから仕事が忙しくないと

き､もっと日本語を教えてほしい｣､

｢仕事以外の時間または合間に集

団的に日本語を教えてほしい｡毎

週1回とか周期的に決まった時間

図212 % '腰 掛 8,=̂B/確1%哲 がほし協 ‥人 (%)

資料 :実態調査より作成
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に皆を集めて､できればプロの日

本語教師に教わりたい｡今は､仕

事中の会話だけで､それも時間は

短い｣等がある｡

配置先の職場に日本語教室があ

る場合 (図2-3参照)､10人未

満の小人数クラスが75.0%と多い｡

これは､1社平均の研修生 ･技能

実習生数が8.2人であることをふ

まえれば､当然ではある｡ただし､

日本語教室の講師は､会社の上司

･生活指導員など日本人であるこ

とが97.7%と圧倒的に多い3)｡こ

うした日本人講師の多くは中国語

に必ずしも堪能ではないので､中

国人研修生 ･技能実習生との言語

の壁は大きく､授業中のコミュニ

ケーションは十分とは言いがたい｡

教室は､週1回が46.4%と最も多

く､2回以下で66.7%と､あまり

集中的ではない｡授業時間は､2

時間未満が88.4%と多く､20-30

分のところも27.5%みられる｡開

設期間は､2カ月未満が43.2%､

3カ月未満が62.2%と短い｡

以上のように､各職場に配置さ

れてからの日本語教室は､その有

無をはじめとして､職場毎にかな

りばらつきがある｡また､日本語

教室が開設されていても短期間 ･

短時間 ･過1-2回で､しかも中

国語に堪能でなく､日本語教育の

専門家でもない日本人講師による

ものである場合が多い｡

さて､対象者の71.5%は､現在､

日本語を独習している｡独習手段

(複数回答)は､本をあげる人が

回答者の95.1%と最も多く､テレ

ビが36.3%と続く｡来日前の独習

に比べると､テープやラジオの利

用が減少し､本やテレビ､及び､

｢会社の人から学んでいる｣など

図2-3 m(管;望禁裏Plbの日本語教室(ある齢 /回等養):人 (%)

牢

A一会社の上司 57(66.3%)
8-生活据導貞 27(31.4%)
Cニー中国人 1(_1.2%)

D-㌢ 他計 816(1･2%)

(1回当たり時間)
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｢その他｣がやや増加している｡

一方､日本語を独習していない

人も26.3%みられるが､独習しな

い理由 (複数回答)は､｢一日も

早く日本語をマスターしたいが､

どういうふうに勉強すればいいか

さっぱり分からない｡非常に途方

に暮れている｡ご指導をいただけ

れば一番ありがたい｣等のように､

｢勉強の方法がわからない｣が64.

2%と最も多い｡｢仕事の研修 ･実

(開設期間)

資料:実態調査より作成｡

E一半年～
合計

習で忙しい｣が32.80/Oでそれに次

ぐ｡来日前とは遠い､｢特に理由はない｣は13.4%と少ない｡｢言葉 ･日本語の勉強は必要ない｣や

｢つまらない｣という理由も極めて少ない｡いわば､独習していない人も､来日後は日本語習得の必

要性を感じており､学習方法の指導など一定の条件さえ整えられれば､独習に取り組むようになると

思われる｡硯に､職場に日本語教室がある人では82.0%が日本語を独習しているが､日本語教室がな

い人の独習率は65.2%にとどまる｡

なお､1日の研修 ･技能実習時間は9時間 (休憩 1時間を含む)が84.1%と最も多いが､日本語を

独習している人の比率は､研修 ･技能実習時間が8時間の職場では78.3%､9時間の職場では71.8%､

10時間以上の職場では66.7%と､時間的ゆとりがあるほど増加している｡中には､｢もっと日本語を

勉強したいのですが､毎日､仕事以外に何もない｡精神生活は全くない｡毎日､望んでいるのはただ､

時間が早く進むようにということだけです｣､｢私達の研修は口実に過ぎない｡私達を待っているのは

多忙の毎日と辛い仕事ばかりで､私達が一生懸命に働くのは､日本人に軽蔑されないようにというこ

とだけだ｡今､疲れ果てていて､とても日本語の勉強などできない｣､｢昼間の工場での仕事で疲れき

るので､宿舎に帰ってから日本語の教科書を読む元気はない｣等の声もある｡

第2節 現時点の日本語能力

さて､対象者達の現時点の日本語能力をみると､会話面では､｢日常会話に不自由しない (Aラン

ク)｣が4.1%､｢直接､仕事に関係する日本語ならできる (Bランク)｣が39.3%､｢あいさつ ･買い

物など､簡単な会話ができる (Cランク)｣が39.3%､そして ｢ほとんど会話ができない (Dランク)｣

が12.6%である｡読解面では､｢直接､仕事に関係する日本語なら理解できる｣が33.0%､｢簡単な文

章なら読める｣が9.6%､｢漢字で意味を類推する程度で､ほとんど読めない｣は18.1%である｡会話

･読解とも来日前に比べ､かなりの進歩がみられ､特に ｢ほとんどできない｣人の減少､｢直接､仕

事に関係する日本語ができる｣人の増加が著しい｡

ただし､｢この半年間､言葉 ･日本語のことで困ったことがあるか?｣という質問に対しては､技

術習得面で64.4%､日常生活面で63.3%の人が ｢ある｣と答えている (*)｡もとより､日本語 (会

請)能力が高い人ほど､技術習得 ･生活の両面で ｢困ったことがない｣という答えが増加する4)｡し

かしそれでも､日本語 (会話)能力がAランクの人でさえ､技術習得面で63.6%､生活面で54.5%が､

｢困ったことがある｣と述べているのである｡

*技術習得面で困ったことの内容としては､研修 ･実習の遂行そのものの困難さ､及び､問題が

発生したときに日本人に対して自己主張できないことの2つの面があげられている｡前者の具

体例としては､｢言葉が通じないため､時々間違って仕事をしている｡とても困る｣､｢仕事を
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教えてもらうとき､理解するまでかなり時間がかかる｡時々､作り方がはっきりわからないの

で､手振りでわかるまで必死にやった｣､｢難しい仕事をするとき､新しい職種に変わったとき､

説明がなかなかわからない｡日本人が言った日本語の意味を理解できず､間違って縫製したと

きに困った｣､｢伝票の上に知らない単語がいっぱい書いてあるので､いつも日本人に説明して

もらっている｡それでもわからない｣､｢ミシンを使って働くときに､ついていくのはやはりき

つい｡職種が変わるたびに､手振りで学ぶしかない｡日本人が説明しながら､教えてくれるが､

しかし､何を言っているのかさっぱりわからない｣等がある｡一方､後者の自己主張がしにく

い具体例としては､｢仕事上で不良品が出ると､すぐ私達が作ったと日本人に言われる｡私達

はそれを認めず､問い詰めるが､日本人はわからないふりをする｣､｢時々､明らかに日本人が

間違って教えたのに､それを私のせいにする｡それをはっきりさせたいが､言葉の障害でなか

なか弁明できない｣､｢仕事で少し間違った時､理由を説明したいけど､日本語で説明できない｡

本当に泣き寝入りするしかない｣､｢仕事のとき､例えばキズができたときに困る｡流れ作業だ

から､キズが少しあるのに気づかずに作業したりする｡事前にキズついているのを取り出せば

いいのに｡彼女達 (日本人従業員)はそれを解決せずに､私達を責める｡私達は日本語で言い

返せないから､悔しくてたまらない｣等がある｡

*日常生活面で困ったこととしては､買物や医療機関での不便が多くあげられている｡具体例と

しては､｢市場に買物に行ったとき､説明書を読めないので､販売員に尋ねた｡しかし結局､

日本語がわからないので､わからないままでした｣､｢スーパーマーケットで安いものを買いた

いとき､言葉で表現できないから､手振りでしかできなかった｡とても困った｡こんなものが

ほしいと思っても､日本語で伝えられない｣､｢病気で病院に行ったとき､お医者さんは何を言っ

ているかわからない｡結局､自分の病状や病因はわからないままでした｣､｢ある日､私は歯が

痛くなって､病院に行って診てもらった｡お互いに言葉が通じないので､手振り､漢字でやり

とりした｡その時､日本語がわかればよかったのになあとつくづく感じた｣等がある｡

｢困ったことがある｣と答えた人に､そのときの主な解決方法 (複数回答)をたずねると､｢漢字

を書いたり､身振 り手振 りで伝えた｣が回答者の68.9%と最も多く､｢ゆっくり何度も話し合って伝

えた｣が25.9%､｢だれかに通訳してもらった｣が13.0%と続く (図2-4参照)｡ただし､｢解決で

きず､わからないまますごした｣も8.3%みられる｡

第3節 来日前の準備と現在の日本語能力

さて､来日前の日本語 (会話)能力と現時点のそれとの間には､一定の相関がある (表2-4参照)｡

来日前にAランクと自らを評価していた人は､現時点で75.0%がA･Bランクである｡来日前にB･

Cランクだった人は､現時点で50%がCランクである｡来日前にDランクだった人は､現在､57.0%

がC･Dランクで､特に25.0%がDランクのままにとどまっている｡

墓2-4 目前と規在の日太語会話能力 単位:人(%)
士了王 Aランク βランク Cランク Uランク そU)†岨 NA 計
Aランク 1(25.0 Z(5U.U 1(25.U U( - U( - U( - 4(lUU.U)
日Bランク 0(- 11く42.313(50.0 0( - 1(3.8 1(3.826(1000)
刑Cランク 6(7.533(41.340(50.0 0( - 0( - 1(1.380(1000)
Dランク 1(0849(38.341(32.032(25.0 0( - 5(3.9128(1000)
その他 1(1000 0( - 0( - 0( - 0( - 0( - 1(1000)
NA 2(65ll(35.5 ll(35.5 2(6.5 0( - 5(16.131(1000)
計 ll(4106(39.3106( 39.3 34 ( 12.6 1(0.4 12(4.47U(1000)

料:冥怒=査よ 作成璽 監禁 管 誓 駄 易 差 を 7 歳 誓 套 完 黙 警 管 チ負号李雪空畠讐
ど会話がで き な い｡
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このことは､まず一方で､来日

前に一定の日本語能力を形成して

おくことが､来日後のスムーズな

日本語習得に有効であることを示

している｡

しかし他方で､上述の数字は､

来日前に日本語能力が低かった人

ほど､来日後の進歩が顕著である

ことをも示している｡すなわちよ

り詳細にみると､来日前にDラン

クだった人は､その71.1%が来日

後､C以上のランクに移行してい

る｡これに対し､来日前にCラン

図2~4 この半年臥 言葉.B(譜 妥1=93t̂7;困ったとき断

湊字 .身振り 133

ゆっくり会話 50

だれかに通訳 25

解決不能 16

その他 2

料:実態調査より作

注‥撃…恵言写星確 論 霊室芸蓋毎許 諾 を蒲 fi-=oTft損 轡
クだった人で､来日後､B以上の

ランクに移行した人は48.8%と半数に満たない｡さらに､来日前にA･Bランクだった人では､来日

後にランクを上げた人は皆無で､むしろ､来日前に比べ､現時点では低ランクに自己評価している人

が53.3%と過半数を占めるのである｡

ここにはいくつかの要因が複合的にからまりあっていると思われる0

まず第1に､Dランクから脱出するのは比較的容易だが､C･BランクとAランクとの間には､か

なり隔絶した差があり､Aランクには簡単には移行しないということである｡

第2に､少なくとも来日後は､Bランク (直接､仕事に関係する日本語ならできる)とCランク

(あいさつ ･買い物など､簡単な会話ができる)は､日本語能力の水準のみならず､利用場面 ･語菜

の質的差異と捉えられていることである｡そこで来日前にCランクだった人が､来日後､仕事関係の

言葉を習得してBランクに移行することもあれば､来日前にBランクだった人が､来日後､日常会話

を習得してCランクに移行することも少なくないのである｡

第3に､日本語能力が客観的には変わらなかったり､あるいは向上したとしても､来日前と来日後

で言語環境が大きく変化し､求められる日本語の水準が大幅に上昇したため､自らの日本語能力に対

する評価が相対的に低下したケースもありうる｡例えば､来日前の環境の中ではAランク (日常会話

には不自由しない)と自己評価していても､来日後の環境の中では様々な不自由を痛感し､B･Cラ

ンクに評価を下げるといった事例である｡

なおもちろん､来日前に比べ､客観的に日本語能力が低下したケースも考えられる｡ただし現実に

は､そうしたケースは少ないと思われる｡

第4節 来日後の日本語能力形成の諸条件

では､現時点のこうした日本語能力は､来日後､どのようにして形成されたのだろうか｡

まず､配置先の職場に日本語教室があるのは､日本語 (会話)能力がAランクの人では72.7%に達

するが､B･Cランクでは38.2%､Dランクでは29.4%にとどまる｡また､Aランクの人は全員､日

本語を独習しているが､B･Cランクでは独習率は80.2%､Dランクでは23.5%にとどまる｡日本語

能力の向上には､職場での日本語教室､及び､それに基づく独習が､確実に効果をあげているのであ

る｡

なお､独習に際しては､Dランクの人は本しか利用していないが､Cランク以上の人は多様なメディ

アを活用している｡また ｢日本語の習得に実際に役立ったもの｣をたずねても､日本語能力があがる
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ほど､本をあげる人が減少し､テレビ等が増加している｡さらに独習していない人に､その理由を聞

くと､日本語能力があがるほど ｢勉強の方法がわからなかった｣という回答が減少する｡総じて､多

様なメディアを用いた日本語独習方法の指導が有効であると思われる｡

本章第1節で指摘したように､職場に日本語教室がある人では､日本語の独習率も高かった｡この

ことは､職場での日本語教室の設置は､単に教室での授業時間に限らず､学習方法の指導や学習意欲

の刺激という意味でも､独習促進の重要な契機となっていることを示している｡

なお､BランクとCランクの人に限って､より詳細にみると､むしろCランクの人の方が､職場に

日本語教室があり､独習している人の比率が高い｡ここには多様な要因が編棒していると思われるが､

その一つとして､本章第3節で指摘したように､BランクとCランクが､単なる日本語能力の水準で

はなく､利用場面 ･語嚢の質的差異でもあるという事実がある｡すなわちBランクに求められる ｢直

接､仕事に関係する日本語｣は､教室や独習よりむしろ実際の職場でのOJTで習得される比率が高
く､逆にCランクに求められる ｢あいさつ ･買い物など､簡単な会話｣が､主に教室や独習で習得さ

れる比率が高いと考えられるのである｡

そして､ここからも示唆されるように､研修生 ･技能実習生の日本語学習は､日本語教室や独習と

いう形式でのみなされるわけではない｡むしろそれ以上に大きな意味をもつのは､日本人との日常的

な交流である｡また､日本語の問題で困難に直面し､日本語学習の必要性を切実に動機づけられるの

も､日本人との社会関係においてである｡

硯に､｢日本語を習得する上で､実際に役立っているものは? (複数回答)｣という質問に､64.1%

の人が ｢研修 ･実習先職場の日本人との交流｣をあげている｡これに対し､｢集合教育での日本語教

室｣は29.3%､｢研修 ･実習先の職場での日本語教室｣は13.3%､｢ふつうのテレビ･ラジオ｣ 5)は11.

1%にとどまる｡また､独習では本の利用が多かったが､｢実際に役立っているもの｣として ｢日本語

の本 ･雑誌｣をあげた人は8.1%にすぎない｡総じて､研修生 ･技能実習生の日本語学習の最大の契

機は､研修 ･実習先職場での日本人との日常的な交流なのである｡ある研修生は､｢日本語の教育は

研修にとっては欠かせませんが､本当に日本語がうまくなるためには､教室での勉強だけでなく､日

本人との交流が極めて必要です｣
と述べている｡

職場への配置以降の日本語習得

のために ｢改善してほしい点 (複

数回答)｣を聞くと､｢もっと実用

的な言葉を教えてほしい｣が65.2

%と最も多く､｢会話の練習をもっ

と増やしてほしい｣が38.5%､

｢文法に関する練習をもっとやら

せてほしい｣が22.6%､｢絵やビ

デオなどを使って授業してほしい｣

が18.1%､｢教科書を実用的なも

のにしてほしい｣が14.8%と続く

(図2-5参照)｡来日直後の集

合研修に対する要望と大きく変わ

るわけではないが､このうちの上

位2位､すなわち ｢もっと実用的

な言葉を教えてほしい｣と ｢会話

図2-5 研修 技̀能実習先軸 で､日本語習得の智 :ek̂#要望(回答者229人)
0 50 100 150

発音先生 2
文法先生 8
質問先生 8
実用教科書 40
理解教科書 8
練習教科書 8
質問時間 25
絵 .ビデオ 49
宿題 8
会話練習 104
実用言葉 176
文法練習 61
その他 6
料 :実態調査より作
: 普 - に

≡壬l

ff:il
榊l

成○もつと発音をはっきりしてほしいo文法先生-

Ll,.t鮎 言g=LLgo,領 幣 詣 宴若葉芝草畠己曾 匙 ,;雛
文法に関する練習をもっとやらせてほしい｡
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の練習をもっと増やしてほしい｣､及び､｢先生に質問する時間をふやしてほしい｣という要望は､必

ずしも日本語教室に限らず､より日常的な日本人との交流の拡充によっても実現が可能な､あるいは

その方がさらに有効な性質の要望といえよう｡

≪第2章補注≫

(1)集合座学の時間が短すぎるとの意見･指摘は､日本語講師･研修生の双方からしばしば出されて

いる｡例えば､大城朋子(1992)109頁､内田賢(1991)134頁等｡なお､ILO協会が実施する｢国際機能

開発計画｣に基づく研修では､3カ月と比較的長期の集合日本語教育を実施し､これは極めて高く

評価されている｡ただしそれでもまだ､帰国後の研修生へのフォーロアップによれば､より一層長

期間の日本語集合教育を希望する声は多い｡この点については､工藤幸男(1991)53頁､鈴木孝太郎

(1988)57頁､『世界の労働』編集部(1992)42頁､無署名(1999-b)31頁｡研修生が日本語の基礎を習

得するには長期間にわたるフルタイムの勉強が必要であることについては､マーチン･ロス(1983)

38頁｡

(2)総務庁行政監察局(1994)444頁は､｢一般的に中小企業では､日本語教育等の座学(非実務)研修の

体制や施設･設備が不十分｣と述べ､佐藤博樹(1991-a)62貢は､｢研修生を受け入れた後に日本語の

訓練を実施している企業は4割弱｣と指摘する｡駒井洋他(1992)749頁も､研修生受入れ企業の過半

数が座学を実務研修に｢組み込んで｣実施しており､｢実務研修と切り離して実施｣しているのは35.

2%にとどまることを指摘している｡

(3)なお､日本人の講師の中でも､特に生活指導貞を充てている企業は､研修生･技能実習生を20人以

上､入れている企業に限られている｡それより研修生･技能実習生が少ない企業では､会社の上司が

講師となっている場合が多い｡

(4)技術習得面で｢困ったことがない｣人は､日本語(会話)能力がAランクの人では36.4%､B･Cラ

ンクでは33.5%､Dランクでは14.7%である｡生活面で｢困ったことはない｣人は､同じくAランク

では36.4%､B･Cランクでは31.1%､Dランクでは8.8%である｡

(5)ある技能実習生は､｢日本語にかかわりがある唯一の交流はテレビです｡テレビは私が日本語を

勉強する一番の手助けです｡しかし､その最大の欠点は聞くことができるが､話すことができない

ことです｡だから今､私は日本人が言っていることは大体分かるが､自分が言いたいことはなかな

か表現できない｣と述べている｡

【序章～第2章における引用 ･参照指示文献目録】

《あ≫

浅野慎一(1994-a)｢中国人研修生と受入側日本人の生活と文化変容 (1)｣『神戸大学発達科学部研究紀要』
第1巻第2号

浅野慎一(1994-b)｢中国人研修生と受入側日本人の生活と文化変容(2)｣『神戸大学発達科学部研究紀要』第
2巻第1号

浅野慎一(1995)｢中国人研修生と受入側日本人の生活と文化変容(3)｣『神戸大学発達科学部研究紀要』第2巻
第2号

浅野慎一(1997)『日本で学ぶアジア系外国人-研修生･留学生･就学生の生活と文化変容-』大学教育出版

荒木晶子(1989)｢外国人企業研修生の日本体験｣『異文化間教育』3号
有馬俊子(1982)｢日本語会話教育のカリキュラムと教授法一海外技術者研修教育の場令-｣『日本語教育』46号
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有馬俊子(1990)｢技術研修生に対する日本語教育｣『日本音響学会誌』46巻4号
有馬俊子(1999)『ふれあいは国境を越えて』凡人社

有馬俊子･石沢弘子(1979)｢視聴覚教材の利用法｣『日本語教育』38号
石田法子(1990)｢不法就労と人権侵害｣行財政総合研究所編 『外国人労働者の人権』大月書店

伊東春彦(1992)｢集中講習300時間以上の場合｣『日本語学』明治書院10月号
伊藤三枝子(1997)｢日本語研修の現場から｣『世界の労働』第47巻第10号
稲葉怜子(1986)｢短期間滞在の研修生のための実践記録｣『日本語教育』59号
宇田川荘二(1993)｢外国人研修生の適正受入れ｣中小企業労務研究会編 『中小企業の人材活用戦略 改訂版』

同友館

内田賢(1991)｢研修生たちは日本で何を得たのか｣今野浩一郎･佐藤博樹編 『外国人研修生』東洋経済新報社
内海愛子(1988)｢アジアの人たちとともに｣内海愛子･松井やより 『アジアから来た出稼 ぎ労働者たち』

明石書店

大石寧子(1992)｢集中講習50時間の場合｣『日本語学』明治書院10月号
大城朋子(1992)｢沖縄国際センターの集中講習 臨床看護実務コース｣『日本語学』明治書院10月号
大村君代(1986)｢解説 両研修生と本校の授業について｣『日本語教育研究』12月
岡星人･施建倖(1993)｢外国人研修制度の実態と問題点｣『経済と貿易』163号(横浜市立大学経済研究所)
尾崎正利(1999)｢外国人研修生(韓国人)の研修中の事故に対する不法行為の準拠法及び保険金不当利得の準

拠法｣『三重法経』No.111
落合英秋(1974)『アジア人労働力輸入』現代評論社

鬼束忠則(1992)｢外国人労働者弁護団 『ラルフ』の活動と将来｣外国人労働者弁護団編著 『外国人労働者と権

利救済』海風書房

折笠竹千代(1993)｢外国人研修生に係る技能実習制度｣『セメント コンクリート』No.557
≪か≫

海外技術者研修協会編(1985)『発展途上国研修生の日本体験』草思社

片山義隆(1998)｢研修生の適正な受け入れについて｣『国際人流』5月号
加藤清方(1988)｢技術移転のための日本語習得｣『国際協力研究』vol.4,No.2
加藤清方(1990)｢国際協力事業団と日本語教育｣『日本音響学会誌』46巻4号
河内千春(1988)｢技術研修員のための日本語教育｣『日本語教育』66号
関東弁護士会連合会編(1990)『外国人労働者の就労と人権』明石書店

工藤幸男(1991)｢回顧四十年 (19)アジアの 『橋』から世界の 『橋』に｣『世界の労働』第41巻第4号
黒須卓(1998)｢研修生及び技能実習生の適正な受入れについて｣『国際人流』9月号
マリー･ケオマノータム(1992)｢『研修制度』と研修生｣『宇都宮大学教養部研究報告』第25号第1部
『月刊 中小企業』編集部(1992)｢国際化をすすめるすぐれた人材｣中小企業庁監修･中小企業総合研究機構編

『月刊 中小企業』5月号

建設業外国人問題研究会編著(1991)『建設業における外国人労働者問題と外国人研修生の受入れ』大成出版社

｢国際人流｣編集局(1996)｢研修･技能実習制度Q&A｣『国際人流』10月号
｢国際人流｣編集局(1997)｢研修･技能実習制度の適正な運用を｣『国際人涜』9月号
｢国際人流｣編集局(1998-a)｢関係機関に聞く一研修生･技能実習生の受入れの状況と展望｣『国際人流』9月号
｢国際人流｣編集局(1998-b)｢研修生･技能実習生を受け入れるには｣『国際人流』9月号
｢国際人流｣編集局(1999)｢国際人流｣編集局｢研修･技能実習制度Q&A｣『国際人流』9月号
兄島俊郎(1989-a)｢留学生の採用と研修生の受入動向｣雇用開発センター 『企業の国際化と外国人留学生 ･

研修生』

兄島俊郎(1989-b)｢国際化戦略と研修生｣雇用開発センター 『企業の国際化と外国人留学生･研修生』

兄島俊郎(1991-a)｢研修生受入れの現状と仕組み｣今野浩一郎･佐藤博樹編 『外国人研修生』東洋経済新報社

鬼島俊郎(1991-b)｢日本の代表的研修機関の実際｣今野浩一郎･佐藤博樹編 『外国人研修生』東洋経済新報社

駒井洋(1989)｢低賃金労働力としての技術研修生｣『エコノミス ト』9月26日
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駒井洋(1991)｢外国人研修生は労働者か｣『社会学ジャーナル』No.16
駒井洋(1993)『外国人労働者定住への道』明石書店

駒井洋他(1989)『日本における外国人労働者の実態』筑波大学社会科学系

駒井洋他(1992)｢外国人労働者の労働及び生活実態に関する研究｣手塚和彰他編 『外国人労働者の就労実態』

明石書店

雇用開発センター(1989)｢企業の国際化と外国人留学生･研修生に係るアンケート調査について｣『国際人流』
7月号

今野浩一郎(1991-a)｢人づくり国際協力｣今野浩一郎･佐藤博樹編 『外国人研修生』東洋経済新報社

今野浩一郎(1991-b)｢製造業の研修生と企業｣今野浩一郎･佐藤博樹編 『外国人研修生』東洋経済新報社

≪さ≫

佐伯奈津子(1998)｢日本こそ 『レフオルマシ』を｣『月刊社会民主』1998.7
佐々木秀吉(1982)｢『国際技能開発計画』による第七回海外フォロー･アップより帰って｣『世界の労働』

第32巻第3号

佐藤博樹(1991-a)｢民間企業の研修制度｣今野浩一郎･佐藤博樹編 『外国人研修生』東洋経済新報社

佐藤博樹(1991-b)｢ソフトウェア産業の研修生と企業｣今野浩一郎･佐藤博樹編 『外国人研修生』東洋経済新

報社

佐藤真理子(1998)｢アメリカの人的資源開発援助:技術強力による研修生受入れを軸にして｣『国際開発研究』
第7巻第1号

佐藤美童子(1989)｢技術研修員のための日本語研修30時間コースへの非言語伝達導入の試み｣『日本語教育』67号
清水泰(1988)｢途上国の産業技術者の養成と課題｣『国際協力研究』vol.4,No.2
白岩謙一(1977)｢中近東カタール国から派遣された訓練生の受入れトレーニング記録｣『世界の労働』第27巻

第4号

杉山明(2000)｢中国人研修生への日本語指導レポートとその考察｣『津山工業専門学校紀要』第41号
杉山忠継(1997)｢外国人研修生･技能実習生の適正な受入れ｣『国際人流』9月号
鈴木和枝(1992)｢八王子国際研修センター(HiTC)の集中講習一義肢補装具製作コースー｣『日本語学』明

治書院10月号

鈴木孝太郎(1988)｢『国際技能開発計画』に基づく第一四回海外フォロー･アップを終えて｣『世界の労働』
第38巻第7号

諏訪龍(1992)｢総論 国際協力事業団研修事業部｣『日本語学』明治書院10月号
『世界の労働』編集部(1992)｢技能研修に役立つ日本語習得望む｣『世界の労働』第42巻第1号
全日本医学生連合(1975)｢医療研修生という名の人買｣『現代の眼』10月
総合研究開発機構(1990)『外国人労働者の社会的受容システムに関する研究』NIRA研究叢書

総務庁行政監察局(1994)｢外国人の就労に関する実態調査結果報告書｣駒井洋編 『外国人労働者問題資料集成

上』明石書店

祖慶寿子(1998)｢技術研修前日本語集中講習における専門分野の日本語｣『地域総合研究』第26巻第1号
《た≫

高原千重(1975)｢看護研修生連行の実態とその本質｣『新日本文学』No330
田島機智吾･勝又さかえ(1983)｢中央技能開発センターにおける日本語教育｣『日本語教育』51号
田島書五郎(1991)｢成人式を迎える 『橋』計画｣『世界の労働』第41巻第4号
田中清(1990)｢外国人研修生の現状と問題点｣江橋崇編 『外国人労働者と人権』法政大学出版局

田中宏(1981)｢技術協力の知られざる側面｣『ェコノミスト』2月3日
田中宏(1992)｢日系人､そして研修生｣『教育と医学』468号
張亜力(1992)｢対外開放政策の重要な構成部分｣『世界の労働』第42巻第11号
張紀涛(1999)｢中国における研修生派遣制度の仕組みと管理制度の特徴｣『城西大学経済経営紀要』第17巻第

1号(通巻第22号)
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鶴尾能子(1988)｢学習者の多様性の実態と対応一 海外技術者研修協会の産業技術研修生受入れの場合-｣

『日本語教育』66号

鶴尾能子･関正昭･石渡博明(1977)｢アジアの技術研修生と日本語｣『日本語教育』32号
手塚和彰(1989)『外国人労働者』日本経済新聞社

手塚和彰(1991)『続 外国人労働者』日本経済新聞社
寺揮勝子(1990)｢外国人労働者の権利救済上の問題点｣行財政総合研究所編 『外国人労働者の人権』大月書店

徳田英明(1989)｢研修生が求めるもの｣雇用開発センター 『企業の国際化と外国人留学生･研修生』

土濃塚昌隆(1999)｢誇り高き研修生｣『世界の労働』第49巻第3号
《な≫

成瀬健生(1991)｢六か国から二一名の研修生受入れ｣『世界の労働』第41巻第4号
仁科喜久子(1997)｢日本語教育における専門用語の扱い｣『日本語学』明治書院2月号
日本労働研究機構(1994-a)『イギリス､フランス､ドイツにおける外国人研修制度』

日本労働研究機構(1994-b)『地方自治体における外国人研修生受け入れ事業』

日本労働研究機構(1995)『外国人研修生送り出しシステムー中国編-』

日本労働研究機構(1997-a)『中小企業と外国人研修生』

日本労働研究機構(1997-b)『外国人研修生送 り出しシステム ーインドネシア編』

丹羽雅雄(1992)｢関西ネットワーク(RINK)がめざすもの｣外国人労働者弁護団編著 『外国人労働者と権利

救済』海風書房

《は≫

橋詰洋三(1996)｢人材確保と外国人労働者問題｣『中京法学』第30巻第4号
橋村良夫(1992)｢外国人労働者の採用及び外国人研修生の受け入れに関する協定基準｣『世界の労働』第42巻

第3号

畠山学(1996)｢正しい外国人の受け入れとは｣『国際人流』10月号
蜂谷隆(1990)｢アジア人労働者の受け入れと政府･産業界の立場｣江橋崇編 『外国人労働者と人権』法政大学

出版局

蜂谷隆(1991)『それでも外国人労働者はやってくる』日刊工業新聞社

馬場真知子(1998)｢サ トウキビ栽培コースの技術研修現場での日本語使用状況とJSPの学習効果について｣
『日本語教育』99号

春原憲一郎(1992-a)｢外国人研修生の評価｣『日本語学』明治書院10月号
春原憲一郎(1992-b)｢ネットワーキング･ス トラテジー｣『日本語学』明治書院10月号
春原憲一郎(1997)｢技術研修生と日本語教育の連携｣『日本語学』明治書院5月臨時増刊号
韓丘庸(1975)｢在日朝鮮人の就職差別の実態にみる｣『部落』1月号
東洋靖(1992)｢外国人労働者の労働問題｣外国人労働者弁護団編著 『外国人労働者と権利救済』海風書房

目名子暁(1992)『経･年･国籍不問 外国人労働者が100万人になる日』ダイヤモンド社

広渡清吾(1992)｢外国人と外国人政策の論理｣東京大学社会科学研究所編 『現代日本社会6』東京大学出版会

深見史(1999)｢スリランカ人 『研修生』裁判｣『インバクション』113
布施直春(1993)『外国人労働者の雇用の実務 改訂2版』労働基準調査会

法務省入国管理局(1989)｢外国人研修生の実態調査等について｣『法律のひろば』第42巻第12号
法務省入国管理局(1996)｢在留資格 『研修』で入国し不法残留した者の実態について｣『国際人流』10月号
法務省入国管理局(1999-a)｢研修･技能実習制度の現状と今後の在り方について｣『国際人流』9月号
法務省入国管理局(1999-b)｢研修生及び技能実習生の適正な受入れについて｣『国際人流』3月号
法務省入国管理局(2000)｢『農業』及び 『水産加工食品製造業』の一部職種の技能実習移行対象職種への追

加｣『国際人流』3月
法務省入国管理局政策課(1997)｢技能実習制度の滞在期間延長｣『国際人流』7月号
法務省入国管理局在留課(1996)｢外国人研修生の不法残留の実態｣『外国人登録』454号
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法務省入国管理局在留課(1997)｢技能実習生に対する意識調査について｣『外国人登録』459号
本多敏子(1992)｢集中講習100時間の場合｣『日本語学』10月号

《ま≫

松永淳子(1991)｢中技センターでの日本語教育｣『世界の労働』第41巻11号
簾内友之(1999)｢研修･技能実習中の問題発生を防止するために｣『国際人流』9月号
水野マリ子(1992)｢総論一異文化導入教育の.一環としての日本語教育-｣『日本語学』明治書院10月号
宮本真一(1992)｢海外研修生と日本人の異文化適応力養成について｣『日本語学』明治書院10月号
宮島喬(1993)『外国人労働者と日本社会』明石書店

村井書敬(1980)｢インドネシアの日系多国籍企業と技術研修｣『日本労働協会雑誌』第256号
≪や≫

山口浩一郎(1976)｢外国人 『研修生』と労働法規の通用｣『時の法令』951号
山崎哲夫(1998)｢民間企業による研修生の正しい受入れを支援する｣『国際人流』9月号
山崎律子(1992)｢集中講習200時間の場合｣『日本語学』10月号
山田みな子(1990)｢ハイテクTV番組を使って-中国技術研修生のためのビデオ聴解授業-｣『日本語教育』70号
山野上素充(1988)｢海外技術移転と国際理解に果たす企業研修の役割｣雇用開発センター 『企業の国際化と外

国人留学生･研修生』

吉村宗夫(1991)｢偽装就労 ある中小企業の研修生｣『労働法律旬報』1271号
≪ら≫

労働省職業能力開発局海外協力課(1990)｢外国人研修生の受け入れに関する実態調査｣『労政時報』第2999号
労働省職業能力開発局海外協力課外国人研修推進室(1993)｢技能実習制度の創設｣『世界の労働』第43巻第5

⊂コ
~亨

労働省労働基準局･労働省職業安定局編(1993)『外国人雇用･労働条件指針の解説』

マーチン･ロス(1983)｢日本にきたEC研修生の声｣『通産ジャーナル』5月号
≪わ≫

若月利之(1997)｢自己啓発に役立った研修｣『世界の労働』第47巻第5号
若月利之(1998)｢積極的な姿勢を見せてくれた研修修了生｣『世界の労働』第48巻第3号

《無署名≫

無署名(1977)｢座談会 UNiDOの研修生を囲んで｣『品質管理』vol.28.No.5
無署名(1978)｢座談会 わが国の留学生･研修生の受入問題を語る｣『経団連月報』4月号
無署名(1979)｢日本で研修中の各国研修生の体験談｣『通産ジャーナル』2月号
無署名(1980)｢座談会 中国研修生受入れ団体代表訪中団に参加して｣『世界の労働』第30巻第4号
無署名(1984-a)｢座談会 『国際技能開発計画』に基づく第九回海外フォロー･アップより帰って｣『世界の

労働』第34巻第2号

無署名(1984-b)｢中国帰国研修生は今-｣『世界の労働』第34巻第2号
無署名(1988)｢座談会 『国際技能開発計画』に基づく第一三回海外フォロー･アップを終えて｣『世界の労働』

第38巻第2号

無署名(1989)｢『研修』に関する入国事前審査基準公表される｣『国際人流』9月号
無署名(1992)｢座談会 20年の回顧と将来への展望｣『世界の労働』第42巻第10号
無署名(1998)｢座談会 相手国政府との協議の場を｣『世界の労働』第48巻第3号
無署名(1999-a)｢研修生及び技能研修生の入国･在留管理に関する指針｣『国際人流』3月
無署名(1999-b)｢座談会 研修事業に労働組合も参加｣『世界の労働』第49巻第3号
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神戸大学発達科学部研究紀要 第8巻第2号
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